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＜概要書＞ 
プライベート･ブランドの攻勢に対する 
ナショナル･ブランドの競争戦略研究 
 
牧口 松二 
 
1. 研究の目的と背景 
現代の消費市場における様々なカテゴリーにおいて、価格下落が止まらないと言われ
て久しい。特に大手小売業がプライベート･ブランド（以下 PB）を展開する市場におい
て、その価格下落圧力が増している。 
こうした PB の隆盛に対して、今後ナショナル･ブランド（以下 NB）メーカーがどの
ような対抗手段、生き残りを賭した競争戦略をとるべきかを、本研究では探求していき
たいと考える。  
 
2. 先行研究 
世界各国での PB 商品の市場シェアの違いは何に基づいているのだろうか。多くの先行
する研究によると、PB の市場シェアの大きさは、①上位集中度や展開する PB 体系など
の流通企業に起因する要因、②価格感度やブランド志向などの消費者に起因する要因、
③新製品導入率やマーケティング努力等の NB 製造企業に起因する要因の３つの要因が関
わっていると論じられている。 
 
3. 実証研究結果 
流通、消費者、NB 製造企業に関連する変数から、PB シェアを定量的に説明する実証
研究が先行して行われてきたが、個々の説明変数それぞれが、互いにどのような因果関
係にあるかは説明されてこなかった。本研究では PB シェアに影響を与える説明変数間の
因果関係も加味した上で、PB シェアを決定付けるモデル作りを構築することを試みた。 
実証研究として、日経 POS データを中心とした既存データから、共分散構造分析によ
るモデル式構築を実施した。結果としては、図表 1 に示す通り、「PB シェア」への直接
的で強い影響を与えるドライバーとなっている変数として、「NB へのロイヤルティ」と
「消費者の PB 意向度」の 2 つが挙がってきた。 
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＜図表 1＞共分散構造分析による因果関係分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 結び：これからの NB 製造企業のあり方 
「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の 2 つを 2 軸において、各商品カ
テゴリーをプロットしたものが図表 2 である。 
＜図表 2＞価格志向とブランド志向の影響による PB シェアの分布 
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左上の第 2 象限に、コモディティ化が進行した PB シェアの高いカテゴリーが、右下の
第 4 象限に成長期の商品が多く、PB シェアの低いカテゴリーが集中したのは、データ解
析の結果と矛盾するところはない。 
これはライフサイクルの視点で推測すると、多くの商品が第 4 象限から第 2 象限に移
行していると考えられる。しかし一方で右上の第 1 象限や左下の第 3 象限に移行したと思
われる多くの商品カテゴリーがあった。すなわち NB 側の戦略や努力によって、PB シェ
アを求める図表 2のモデル式から逸脱するケースを作り出すことは大いに可能であるこ
とを証明している。実際に第 1 象限のカップ麺カテゴリーでの日清食品や、第 3 象限で
の納豆カテゴリーでのミツカン、旭松食品など、多くのケースがそれを物語っている。 
PB シェアの決め手となる変数は、「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」
という消費者の態度変数である。この変数は、市場規模や参入企業数、寡占率など、比
較的安定的な数値と違い、極めて変わりやすい変数である。すなわちメーカー側の姿勢
や戦略によって、消費者の態度は非常に動きやすいものであると推察される。多くのケ
ースから読み取れる画期的な PB 対応は、小売側との協調ではなく、消費者のカテゴリー
に対する態度を変える、メーカー側の「イノベーション」にあるというのが、本稿で導
出した結論である。 
 
5. 今後の研究課題 
今回の実証分析では、データの取得可能性の制約条件から、クロスセクション（横断
面）データで、カテゴリー間の PB シェアの差異を中心に分析していった。今後の課題と
してはタイムシリーズ（時系列）データの分析を加えて、マクロ環境の変数がどのよう
に PB 普及に影響を与えているかを考察していきたい。 
 
＜主な参考文献＞ 
Hoch, Stephen J. （1996）, “How Should National Brands Think about Private 
Labels?,” Sloan. Management Review 
Sethuraman, Raj  and  Sanjay  K. Dhar （1994），”The Introduction and Performance 
of   Store Brand.” Management Science. 
嶋口充輝（1985） 「統合マーケティング 豊穣時代の市場志向経営」日本経済新聞社 
根本重之（1995）「プライベート・ブランド－ＮＢとＰＢの競争戦略」中央経済社 
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序 章 
第一節 はじめに 
現代の消費市場における様々なカテゴリーにおいて、価格下落が止まらないと言われ
て久しい。特に GMS や SM の大手小売業がプライベート･ブランド（以下 PB）を展開
する食品や衣料品、生活用品市場において、その価格下落圧力が増している。特にイオ
ンやセブン＆アイホールディングスなどを初めとする大手小売業は、消費市場の閉塞感
を打破すべく、競合との差別化と粗利益確保の手段として、自社の PB 比率を益々高めよ
うとする傾向にある。しかしこうした価格本位の競争が激化することは、果たして市場
全体で見たときに、プラスの方向に行くのだろうかと疑問を拭えない。 
例えば牛乳の低価格 PB によって、従来品より価格が半分になったからといって、顧客
がいつもの倍の量を購入するとは考えにくい。総人口減少を迎えた日本市場では、価格
によるシェア争いは、囚人のジレンマのごとく、短期的な利己的行動のために、互いを
窮地に立たせる結果に向かっていると言えないだろうか。 
こうした PB の隆盛に対して、今後ナショナル･ブランド（以下 NB）メーカーがどの
ような対抗手段、生き残りを賭した競争戦略をとるべきかを、本研究では探求していき
たいと考える。  
PB に関する研究では、従来 PB の開発する意義や発展可能性など、主に小売業側の視
点で深く論議されてきた。しかしそこでは NB メーカー側の視点で、どのように対応して
いくべきかを包括的に論じている議論は比較的されていない。そこで本研究では、メー
カー対流通という異業種間の競争戦略の観点から、主に NB メーカー側の視座にたって
PB に対抗しうる戦略オプションを研究していく。 
 
 
第二節 論文の構成 
 本論文は 7 つの章から構成されている。その構成と概要については以下のとおり。 
 第一章では、プライベート･ブランドとナショナル･ブランドの競争戦略を研究テーマ
として扱う出発点となった問題意識について、小売企業とメーカー側の環境認識、課題
について示す。 
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 第二章では、既存のプライベート･ブランドに関する先行研究をレビューし、本研究の
ベースとなる理論的な定義を行う。特に欧米各国の PB シェアの状況とその要因、PB シ
ェアのカテゴリー別の差異を中心に分析フレームの示唆を得ていく。 
 第三章では、我が国においてプライベート･ブランドが伸びていく要因を、食品・生活
用品カテゴリー間の PB シェアの差異が、どのような要因から発生しているかの仮設を提
示する。 
第四章では、リサーチデザインの具体的方法と、その検証データの導出方法について
説明する。 
 第五章では、前述のデータから得られたモデル式とそこから解析される結果の考察を
示す。 
 第六章では、前章で示した解析結果から得られたプライベート･ブランドの市場占有率
が上がっていく要因を元に、それにナショナル･ブランドがどのように対処していってい
るかの事例研究を行う。そこから導出される、ナショナル･ブランド側が PB に対してど
のように対峙すべきかの競争戦略仮説を展開する。 
 第七章では、本研究の課題と将来の展望を示し、本論文を締めくくる。 
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第一章 問題意識 
 
第一節 はじめに 
昨今、大手流通業を中心に、様々な業態で PB の開発が活発になっている。これまでダ
イエーを先駆者として、大手流通業の PB 開発は、景気後退期には話題を集めるものの、
安定的に拡大する商品ではなかった。このことから、PB 商品は、不況期における需要喚
起を狙った低価格商品であり、景気回復とともに衰退していく時代のあだ花的存在と見
なされてきた。近年の PB ブームの再興も景気循環に伴う流通のサイクル現象と捉えれば、
NB 製造企業は、その場限りの対応をしながら、景気が上向いて嵐が過ぎ去るのを待てば
よいということになる。 
しかし不況とは無関係に PB 商品の伸張が、長期的には続いていくだろうという論旨が
後を絶たない。その論拠としては①大手流通業の集約等によるバイイングパワーの増大、
②総人口減少、老齢人口の構成比率増大による需要の減少など構造的な要因から、流通
企業同士の競争が激しくなり、顧客の争奪のために PB 市場がより安定的に伸びてくるだ
ろうという説。そして③世界各国に比べて、日本における PB の割合がこれまでは圧倒的
に低い状態にあり、世界平均により近づいていくだろうという論旨である。 
2008 年頃からの世界的な原料費高騰による NB 価格の切上げが契機となって連日のよ
うに PB に関する報道が喧伝されるようになった。しかし欧米先進国と対比すると、日本
における PB の拡大はそれほど大きなものでは決してない。ウォルマートや K マートなど
巨大な流通が支配する米国で PB 比率は 19％、テスコなどのメガ流通業が支配している
英国で 45％、伝統的に生協が強いシェアを持つスイスでは 40％と言われている。一方で
日本ではこれまで約 4％程度の PB シェアと言われていたが、近年の流通業の集約化が進
み、日本は当面 10％が見え、世界平均（20％）に限りなく近づく（『月刊食品商業』
2009）と予測されている。 
長期的な視点に立った場合、セブンアンドアイグループ、イオングループ等上位流通
業の規模拡大に伴って、PB は新たな成長過程に入ったと考えられる。この PB が、我が
国の消費財の生産及び流通のあり方に極めて大きな影響を及ぼし続けていくことは確実
だろうと思われる。ただし、現在の PB のあり方、低価格の模倣的な商品を流通のバイイ
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ングパワーで棚を席巻するようなビジネスが、本当に消費者の支持を得続けるだろうか
という疑問を禁じえない。 
各種の文献でよく言われる PB の低価格実現の理由として、「卸を経由させないこと」
「広告宣伝費」が無いことによって、原価はほぼ同じでも NB に対して 3 割安くなるとい
う。果たして本当にそう言い切れるだろうか。例えばハウス食品の平成 22 年 3 月期連結 
決算短信を見ると、広告宣伝費 5.6%、販売手数料 2.2%、販売促進費 14.1%である。卸が
売り上げの 10%のマージンを乗せ、小売が 30%の値入を確保するとすれば、小売価格の
22.3%（=〔5.6%＋2.2%＋14.1%＋10%〕×0.7）にしかならない。しかも PB 最大手のイ
オングループのトップバリュでさえ、現状では 5000 アイテムで 4,500 億円の売上なので、
単純に言えば 1 アイテムあたり 9,000 万円程度の売上でしかない。売上 1 億円を切るよ
うな商品では広告宣伝費や販促費をかけることは通常はあり得ない。そのような状態の
中で、PB は NB を扱うよりも多くの粗利益率を小売にもたらすのである。すなわち供給
メーカー側が、工場稼働率の名目で、かなり無理をして多くのコストを吸収しているの
が実態ではないか。 
サミットの荒井伸也前会長は、その著書「スーパーマーケットほど素敵な商売はな
い」で小売が PB を作る意義は、以下の 4 つしかないと喝破している。 
1. 製造業がやりたがらない仕様で、消費者が望んでいることにきめ細かく応える。代
表的な例として、量目･容量の設定、徒に大きすぎたり、小さすぎたり、煩雑な量
目だったりするものを整えるなど。 
2. 技術力のある、熱心な製造業者が作っている製品をお客様にお知らせする。販売力
がある小売企業が、販売力が弱い製造業者と共同で開発し市場に認知させていく。 
3. 寡占化･業界強調が進みすぎ、消費者にとって適正な「競争」が実行されなくなっ
た場合。カウンター勢力として小売が対抗力になる。 
4. 小売業ならではの情報から、新しい商品のニーズが発見された場合。海外からの情
報や地域･商圏からの商材発掘など。特に生鮮のように。 
こうした理由以外の PB が多すぎるとして、荒井氏は警鐘を鳴らしている。 
図表 0 に示したように、今多くの店頭で PB が席巻している。イオン、ダイエー、マル
エツ、いなげやの店頭で「トップバリュ」が、イトーヨーカドー、セブンイレブンの店
頭で「セブンプレミアム」が、ユニーの店頭で「スタイルワン」が売場を占拠している。
一方で GMS を筆頭に SM や流通業界の優等生だったコンビニまで、昨年以来客単価だけ
でなく客数も前年割れを起こし始めている。NB は顧客が支持しているからこそ大きな売
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上げがある。「選択の手がかり」になっているからこそ NB だともいえる。その NB の割
合を減らして PB の露出を高めることは、「NB を買い求めるお客」を失わせることに繋
がっていないだろうか。 
＜図表 0＞流通チェーン別ＰB 食品販売動向 
業態名 チェーン名（企業名） 本社所在地 店舗数 主要取扱ブランド 項目 2008年
2009年（見
込）
2010年（予
測）
「トップバリュ」 販売額（百万円） 142,000 166,000 181,000
「セレクトスイーツ」 前年比 － 116.9% 109.0%
「デイリーセレクト」 ＰB売上比率※ 7.9% 9.8% 11.2%
「セブンプレミアム」 販売額（百万円） 75,200 98,550 117,150
「ザ・プライス」 前年比 － 131.1% 118.9%
PB売上比率 11.0% 14.3% 17.0%
「トップバリュ」 販売額（百万円） 64,500 86,100 92,200
「おいしく食べたい！」 前年比 － 133.4% 107.1%
ＰB売上比率※ 11.0% 15.0% 16.0%
「イープライス」 販売額（百万円） 40,700 45,000 51,000
「スタイルワン」他 前年比 － 110.6% 113.3%
ＰB売上比率※ 10.7% 11.5% 12.0%
「グレードバリュー」 販売額（百万円） 24,500 28,000 32,500
「食の幸」 前年比 － 114.3% 116.1%
ＰB売上比率※ 5.0% 6.5% 7.5%
「Ｖマーク」 販売額（百万円） 30,000 33,600 37,800
「東急セレクト」 前年比 － 112.0% 112.5%
ＰB売上比率※ 20.0% 25.0% 30.0%
「フーデックス」 販売額（百万円） 13,200 16,700 17,800
「トップバリュ」 前年比 － 126.5% 106.6%
PB売上比率 4.3% 5.1% 5.2%
「マーケットプレイス」 販売額（百万円） 11,500 12,900 14,000
前年比 － 112.2% 108.5%
ＰB売上比率※ 6.4% 6.7% 7.0%
「トップバリュ」 販売額（百万円） 10,200 12,300 14,500
「食卓応援」 前年比 － 120.6% 117.9%
PB売上比率 5.7% 6.9% 8.1%
「生活良好」 販売額（百万円） 4,300 4,000 3,500
「ハッピープライス」 前年比 － 93.0% 87.5%
「ハッピーセレクション」 ＰB売上比率※ 2.5% 2.5% 2.0%
「7＆i」 販売額（百万円） 217,600 293,500 317,400
「セブンプレミアム」 前年比 － 134.9% 108.1%
「焼きたて直送便」他 PB売上比率 11.6% 15.0% 15.7%
「バリューライン」 販売額（百万円） 89,800 93,200 95,600
「おやつごろ。」 前年比 － 103.8% 102.6%
「とっておき宣言」 PB売上比率 6.8% 6.9% 6.9%
「ぼくのおやつ」 販売額（百万円） 66,100 81,100 87,100
「こだわりパン工房」 前年比 － 122.7% 107.4%
「あじわいFamima Café」 PB売上比率 8.3% 9.7% 10.3%
228
176
299
7,404
245
96
373
218
126
100
9,527
12,298
164
東京
東京
福島
東京
東京
東京
千葉
東京
東京
東京
愛知
東京
埼玉
いなげや
ヤオコー
マルエツ
サミット
CVS
ジャスコ
イトーヨーカドー
ダイエー
アピタ・ピアゴ
(ユニー）
東急ストア
西友
ファミリーマート
ローソン
セブンイレブン
SM
CVS
CVS
SM
SM
GMS
SM
SM
GMS
GMS
GMS
GMS
 
※は食品と日用品・雑貨を含んだ比率を指す 
※の付かないチェーン名は食品比率のみを指す 
出所：富士経済「2010PB 食品市場の実態調査」 
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こうした PB の隆盛に対して、今後ナショナル･ブランド（以下 NB）メーカーがどの
ような対抗手段、生き残りを賭した競争戦略をとるべきか。本稿では、この PB が拡大し
ていく要因として、流通企業、NB 製造企業、消費者の３者の視点を市場データ等から検
証した上で、この状況に対峙するメーカー側がどのように取り組むべきかを考察してい
きたいと考える。 
なお分析にあたっては、PB 領域で先行している米国及び欧州、特に英国における状況
や研究などをレビューすることで、国内市場の分析フレーム構築に活かしていきたいと
考えている。 
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第二章 先行研究レビュー 
第一節 世界における PB シェアの要因検討 
PB 商品に関する数多くの先行研究は、PB 商品の伸張要因や市場シェアの大きさが、
何に起因しているのかが検討され、分析されてきた。 
多くの先行する研究によると、PB の市場シェアの大きさは、主に流通企業に起因する
要因、消費者に起因する要因、NB 商品の製造企業に起因する要因の３つの要因が関わっ
ていると論じられている。 
 
第一項 流通企業に起因する要因 
まず流通企業に起因する要因の分析材料として欧米諸国におけるスーパーマーケット
品目の PB シェアを俯瞰してみていく。国別に見た PB 比率に大きなバラつきがあること
はよく知られている。日本（5％）や米国（19％）に比べて、英国やスイスなど欧州での
PB 普及率が高いといわれている。その要因については、しばしば小売企業の上位集中度
合いから説明されることが多い。小売業のトップ 5 企業の集中度と PB のスーパーマーケ
ット販売におけるシェアの相関を国別に見てみたのが、Corilois Research （2002）の以
下の図１である。 
＜図表 1＞欧米主要諸国の小売業集中度と PB シェア 
 
出所：Coriolis Reserch "TOWARDS RETAIL PRIVATE LABEL SUCCESS", p6, 2002 
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このデータからは、上位 5 社の集中度と PB シェアには強い相関が見られることが全般
的に確認できる。上位 5 社集中度が 90％近いスイスにおいて PB シェアが 40％、おなじ
く上位 5 社集中度が 80％を超える英国において PB シェアが 45％と高い水準となってい
る。これに対して、同じ EU 内でもフランスやドイツに比べて、小売の集中度が低いアイ
ルランド、スペイン、イタリア等では、PB シェアが相対的に低くなっていることもこの
データから確認できる。 
Coriois Research （2002）の分析では、こうした一時点でのクロスセクション（横断
面）データに加え、時系列での小売集中度と PB シェアの関連性にも言及している。下記
の図は英国における上位 5 社の集中度と PB のマーケットシェアの時系列での関連性を分
析している。 
＜図表 2＞英国における小売業集中度の成長と PB シェアの成長 
 
出所：Coriolis Reserch "TOWARDS RETAIL PRIVATE LABEL SUCCESS", p8, 2002 
1977 年から 2000 年まで小売のトップ 5 企業が、統合や合併等の再編もあって 40％前
後から 80％強に多少減少期もありながらも急激に増加していっている。それに対して
PB シェアの方は、ほぼ一貫してなだらかな上昇カーブを描き、すぐに 50％目前に迫ろう
という勢いである。 
一般的に上位流通企業ほど、PB 展開力が強く、PB シェアを高め得るから、そこへの
市場集中度が高まれば、全国ベースでの PB シェアが高くなるのは当然という見方ができ
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るだろう。だが、ここで英国の PB シェアの高さにはやはり注目せざるを得ない。図１を
再度見ていくと、例えばフランスやベルギー、ポルトガルなどと比較すると、上位集中
度では、80％強とそれほど差はない。しかし PB 比率が 10％強のポルトガルや 20％のフ
ランスと比較しても、英国の 45％はやや突出しすぎている様に感じる。 
この点について Laaksonen（1994）は「PB 比率を決めるのは、単に小売集中度だけで
なく、より複雑な現実である」と述べている。卸と小売業者の統合の強弱や、小売とメ
ーカーとのパワーバランス等様々な要因が絡んで PB シェアの結果を生み出していると述
べている。例えば、欧州には電子機器の EMS のような PB を専門に製造するメーカーも
あり、中には英マクブライト社のような 10 億ドルを超える上場企業も存在している。 
海外の PB 動向研究を紹介した根本（1995）は、価格重視型ではなく品質重視型 PB が
導入されると、PB 比率が安定的に上昇すると述べている。 
この典型的なケースとして、PB 比率の高い英国で No1 のシェアを誇るテスコが挙げら
れる。彼らは顧客セグメントを分析してきめ細かい PB 戦略を構築した。 
テスコは 1000 万人ほどの会員データを用いて、こだわり食品をよく買う層、健康とい
う切り口で消費する層、伝統的な食品や NB をよく買う層、価格を重視する層などに分類
した。 
この結果を元にして、図３に示す通り、こだわり食品の消費者層を主な対象に、プレ
ミアム型商品「テスコ・ファイネスト」や「テスコ・フェアトレード」をつくった。健
康志向の消費者に対しては「テスコ・オーガニック」「テスコ・ヘルシーリビング」と
いったブランドをつくり、価格重視の消費者層には「テスコ・バリュー」をつくった。 
こうした多様な PB 体系によって、結果としてテスコは 50％まで PB 比率が高まったと
考えられている。これは世界の小売最大手のウォルマートが 39％、2 番手のカルフール
で 35％を考えると非常に高い PB 比率であるといえる。 
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＜図表 3＞英国テスコの PB 展開構造 
 
出所：Coriolis Reserch "TOWARDS RETAIL PRIVATE LABEL SUCCESS", p55, 2002 
ここまでの纏めとして、全国ベースの PB シェアは、小売業の上位集中度が主な構造的
要因となる一方、高い市場シェアを背景に上位小売業が PB 展開をどの程度強力に推し進
めるかという企業行動面での要因も影響を与えているということを確認しておくことと
する。 
なお、Samways &Whittome（1994）によると、英国では商標法が他のヨーロッパ諸国
に比較して甘いままに留まっているため、NB の商標権が侵されやすく、その結果 PB シ
ェアが高まっているという指摘もあることを触れておく。 
 
第二項 消費者に起因する要因 
次に PB シェアが消費者、特に消費者心理によって変化していくという論旨を説明して
いきたい。Hoch and Banerji（1993）の論旨では PB シェアは景気変動と関連性が高いと
いう見解である。つまり PB シェアは不況期に上昇し、好況期には低下するという形で周
期的に変動し、長期的、傾向的には上昇しないという仮説を基に研究が進められており、
その要因についての分析が行われている。 
図表 4 の米国における PB シェアと可処分所得の伸び率を見ると、以下のことが確認で
きる。1970 年以降、PB 金額シェアと可処分所得の対前期比伸び率の間には、明らかに逆
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相関傾向がある。つまり PB シェアは、景気変動の影響を受けて増減してきており、この
1970 年から 1995 年までの期間で見る限り、長期的にはあまり変化はしていない。 
＜図表 4＞ 米国における実質可処分所得伸び率と PB シェア 
 
出所：Hoch, Stephen J. （1996）, “How Should National Brands Think about Private 
Labels?,” Sloan. Management Review Winter 1996 ,P93 
注）Disposable Income ＝個人可処分所得、Private Label Share＝PB シェア 
 
根本（1995）によると、米国における PB シェアは、1980 年前後の不況期にジェネリ
ック（ノーブランド商品）が大きく伸びて、それを含めると 16％を超えるレベルに達し
たが、その時期の PB の品質が NB に比べて全般的に低かったため、そのシェアは 80 年
代を通じて低下し、89 年には 12％にまで落ちたということである。したがって PB シェ
アは消費者側の信頼や評価がない限り、景気低迷によって一時的には浮揚するが、所得
の上昇とともにより品質の高い NB に回帰していってしまうという傾向をデータが示して
いると考察できる。 
一方 Husson &Long（1994）では、上記の PB シェア周期的変動論の普遍的妥当性を否
定した論を展開している。「ヨーロッパにおける PB の急成長は、比較的経済状況の良い
時期に生じている。特に英国の場合は、1980 年代、サッチャー政権下の好況期に生じて
いる。」確かに上記の＜図表 2＞英国における小売業集中度の成長と PB シェアの成長の
データを参照すると、景気の動向に関わらず安定的に上昇していることが伺える。 
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また Husson &Long（1994）は、80 年代の英国の状況を指摘した上で、米国では「今
日の PB は 80 年代初頭に二級品として売られたものとは別のものになっていると見るべ
き」として、以下のような理由から、今後は景気変動に関係なく PB シェアが持続的に高
まっていくと論じている。 
● 多くの品目で製造段階の参入障壁が全般的に低下していること 
● しかも PB 供給サイドで製品テストや品質管理のレベルが大きく向上し、それがそ
のまま NB のコピー技術の向上につながっていること。 
● また NB メーカーの内、かなりの部分が PB 供給を行うようになったことによって
PB の品質とパッケージのレベルが全般的に向上したこと 
そして上記とともに、最近では NB のコピーに留まらず、むしろ NB を超える品質を持
ち、しかも価格競争力を持つというプレミアム PB が成長していることを挙げている。具
体例としては、Walmart の Sam’s American Choice、Safeway の Safeway Select、A&P の
master choice などである。もちろん従来の PB がこれらのプレミアム PB に置き換えられ
る訳ではない。先ほどの＜図表 3＞英国テスコの PB 展開構造と同様に、プレミアム→レ
ギュラータイプ→低価格なジェネリクスのような「ストア･ブランドの階層化」という状
況が進展してきていることを表している。 
重要なことは、このプレミアム PB の出現とともに PB が全体としてその品質を改善す
る傾向にあり、それと同時に消費者の PB に対する知覚品質が上昇していることである。
PB が NB に拮抗し、場合によって凌駕する品質を持つようになり、それが消費者に理解
されるようになった場合は、消費者の所得効果を受けての変動という状況を脱すると論
じている。実際「ニールセンの調査によると、93％の消費者が品質が良くなればもっと
PB を購入すると回答している」Husson &Long（1994）ということからも、消費者側の
知覚品質が PB シェアに大きく影響を与えているという論拠は頷ける点が多い。 
 
第三項 NB 商品を製造する企業に起因する要因 
Hoch and Banerji（1993）の研究によると、NB 商品の製造企業の数が多い製品カテゴ
リーや NB 商品に対する全国広告費の減少している製品カテゴリーほど、PB 商品の市場
シェアが大きいことが主張された。 
一方 Lamey et al. （2007）は、不況期に PB 商品が伸張すると論じた上で、不況期にお
ける何が PB 商品の伸張に貢献しているのかを探求した。不況期には、NB 商品の製造企
業は、NB に対する広告費などマーケティング費用を削る傾向にある。このことがブラン
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ド力の衰退を生じさせ、コモディティ化を進行させる。その結果、流通企業の PB 商品を
伸長させる隙を生じさせることを、彼らの研究は主張している。 
また図表 5 は新製品の導入率の低下がコモディティ化を生じさせ、PB 商品の伸長を促
すと主張した Coriolis Reserch（2002）の報告である。 
＜図表 5＞ 製品革新（新製品導入率）と PB シェアの関連性 
 
出所：Coriolis Reserch "TOWARDS RETAIL PRIVATE LABEL SUCCESS", p28, 2002 
この報告書では、新商品の導入率が低い製品カテゴリーほど、PB の市場シェアが大き
く、新商品の導入率の高い製品カテゴリーでは PB 商品の市場シェアが小さいことを確認
している。 
先行研究の主張を纏めると以下のように整理できる。 
● NB 商品の製造企業が広告費の削減や新製品の導入に関わる研究開発投資を削減 
● コモディティ化が製品カテゴリーにおいて進行する 
● コモディティ化した結果、価格弾力性が上昇したカテゴリーでは、消費者は商品選
択する際、価格差が商品選択の決め手になる 
● 消費者の購買性向を認識した流通企業は、そのカテゴリーにおける PB 展開をより
いっそう拡大していく 
● 価格低下による売上げ減少分を穴埋めするため、NB 製造企業は製造ラインの稼働
率を高めるために、PB 製造受託を積極に行うようになる 
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こうしたブランド力の衰退によるコモディティ化が、低価格の PB 商品の伸長や拡大を
促しているという見解が、先行研究の結論である。したがって NB 製造企業にとって、
コモディティ化の進行を防ぐことが PB 商品の登場に備えた対策となる。具体的には広
告宣伝を通じたブランドの再構築や技術革新による新商品開発が、PB 商品対策として
主張されてきた。 
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第二節 カテゴリー別の PB シェアの要因検討 
前節では欧米諸国の小売業の PB シェアを概観した上、小売業、消費者、製造企業に起
因する要因についての先行研究を検証した。だがここで検証したのは、スーパーマーケ
ット品目全体での PB シェアであり、商品カテゴリー別に見た場合、PB の浸透レベルに
大きな差があることは言うまでもない。 
そこで本節ではまず、米国のスーパーマーケット品目のカテゴリー別の PB シェアに関
する先行研究をレビューしながら、カテゴリー別の PB シェアへの影響要因に関する問題
を考えていく。 
 
第一項 商品カテゴリー別の PB シェアの差異は何故おこるか？ 
PB に関する伝統的な考え方は、PB は明確な製品差別性が乏しく、消費者が価格で商
品選択をするレベルが高い、コモディティ化した商品で高いシェアを取るという Stern
（1966）に代表されるものである。この考え方は長きにわたって PB 問題を説明する主要
な説明原理の 1 つであり続けてきたようである。 
だが Sethuraman（1989）において、この考え方に反する事例を発見し、発表したのが
きっかけとなり、米国では最近改めて PB に関する研究が行われるようになっている。こ
の｢発見｣のその時点での代表例は衣料洗剤であり、そのカテゴリーでは NB 間の価格競争
が激しく、相当の消費者が価格によってブランド・スイッチをするにもかかわらず、PB
シェアは低いというものである。 
この Sethuraman（1989）の論旨は、素朴なものだが、PB に関する上記の伝統的な考
え方を否定するには十分であり、またカテゴリーの PB シェアを考える場合、NB・PB 間
の競争だけでなく、NB 間の競争状況を考えなければならないという重要な示唆を与える
ものであった。 
この発表に引き続き、Sethuraman & Dhar（1994）が、モデル分析によって 2 つのタ
イプの価格競争―NB 間の価格競争と NB・PB 間の価格競争―を識別することの重要性を
浮き彫りにし、この問題の構造を明らかにしている。 
この論文は、カテゴリーにおける PB の導入およびシェアに影響する要因として、下記
の 4 要因を取り上げている。 
z NB 間の価格差反応度 
z NB,PB 間の価格差反応度 
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z 製品カテゴリーにおける NB 数 
z PB の需要のベースレベル 
そしてこれら 4 要因によって NB および PB の需要構造モデル（図表 6）を作成し、そ
れにもとづき PB 導入前と導入後それぞれの NB および PB の均衡価格、均衡シェア、収
益等を導き出しつつ、4 要因が PB シェアと PB 導入によるカテゴリー収益の変化にどの
ような影響するかを検討している。 
＜図表 6＞ NB が 3 ブランド以上存在するカテゴリーでの PB 導入後の需要構造モデ
ル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記のモデル式から、Sethuraman & Dhar（1994）は、以下の４つの命題を導出して
PB 導入に関する示唆をまとめている。 
①NB 間の価格反応度に関する命題 
z NB 間の競争レベルが高く、したがって NB 間の価格差反応度が高いカテゴリーで
は、NB の価格が低下し、競争的なものとなるから、そのようなカテゴリーでは、
PB シェアは低くなる。 
z またそのようなカテゴリーでは、PB を導入しても収益が得にくいから、PB 導入に
も向かず、PB 導入比率が低くなる。 
qi =
K + α
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1 – pi +
k
1
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j≠i
θ( pj – pi ) + δ (ps – pi )
qs =
K + α
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Σ
t
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qi ： NBiの需要
qs ： PBの需要
pi ： NBiの価格
ps ： PBの価格
k ： NB数
α ： PBの需要のベースレベル
θ ： NB間の価格差反応度
δ ： NB・PB間の価格差反応度
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②NB・PB 間の価格反応度に関する命題 
z NB・PB 間の価格反応度が高いカテゴリーでは、PB は比較的小さな価格差でもよ
く売れると考えられるから、そのようなカテゴリーでは、PB シェアが高くなる、
またそのようなカテゴリーでは、NB／PB 価格差は小さい。 
z そのようなカテゴリーでは、PB 導入により小売業はカテゴリー全体の利益を高め
やすいから、PB 導入も盛んに行われる。 
③PB の需要のベース・レベルに関する命題 
z PB が、相対的に強い製品力を持ち、高い需要のベース・レベルを持ちうる場合に
は、PB シェアは高くなる。 
z そのようなカテゴリーでは、PB 導入によりカテゴリーの利益を高めやすいから、
PB 導入自体も盛んになる。 
④NB 数に関する命題 
z NB 数が多いカテゴリーでは、あらかじめパイが多くのブランドよって分けられて
いる状況にあるから、PB のシェアは低いと考えられる。 
z そのようなカテゴリーでは PB を導入しても、個々の NB への影響は小さいため、
小売業は PB 導入によりカテゴリーの利益を高めることができると考えられるので、
PB 導入は行われやすい。 
 
＜図表 7＞Sethuraman & Dhar（1994）のモデル分析まとめ 
4 つの要因の PB シェアおよび PB 導入への影響の方向 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の４要因に関して導き出された命題から、極めて重要だと考えられるのは、PB の
需要のベース・レベルと NB・PB の間の価格差反応度に関する命題をまとめることで、
PB の価格政策にかかわる以下のような示唆を抽出しうるからである。 
NB数
PBの需要のベース・レベル
NB・PB間の価格差反応度
NB間の価格差反応度
4つの要因
プラスマイナス④
プラスプラス③
プラスプラス②
マイナスマイナス①
PB導入比率PBシェア命
題
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つまり PB と NB の需要のベース・レベル（概念的には商品力）の差が大きく、大きな
価格差を打ち出さないと消費者が PB に反応してくれない（価格反応度が小さい）場合に
は、小売業は PB に低い価格を設定せざるを得ない。だが、NB に拮抗する商品を持つ PB
ができ、消費者がそれを評価し、比較的小さな価格差でも十分 PB を選択してくれるよう
な（価格差反応度が大きい）カテゴリーでは、PB に過度な低価格を設定する必要はない。
したがって一般的に PB に一律的な超低価格を設定することは、セオリーに反しているし、
収益面でもマイナスと考えられる。小売業は、価格差反応度を考慮して、PB の価格設定
を行うべきだということになる。 
Sethuraman & Dhar（1994）は、上記の検討をベースに 1988 年の Information 
Resources, Inc. （IRI）の 438 カテゴリーのデータを用い、上記 4 要因のうち、NB 間の
価格反応度、NB 数、およびカテゴリーの売上高規模等を説明変数に取り、PB シェアお
よび PB 導入の有無を回帰モデルによって分析している。 
 
第二項 PB シェア影響要因の実証研究 
ここで上記の仮説を踏まえて行われたと考えられる 2 つの実証研究をレビューして、
カテゴリーの PB シェア影響要因に関する考察を深めていきたい。 
両研究とも PB シェアに影響すると考えられる要因を 10 種類程度取り上げ、それら要
因がカテゴリーの PB シェアに影響しているかどうかを回帰分析により検討している。 
① 2 つの研究の概要：Sethuraman（1992）と Hoch & Benarji （1993） 
Sethuraman（1992）は 1988 年の Inforscan の年間データによる各カテゴリーの PB 数
量と金額シェアを被説明変数として、図表 8 の表側にある 12 の要因を PB シェアの説明
変数としている。 
一方 Hoch & Benarji （1993）は 1989 年の Selling Areas-Marketing,Inc.（SAMI）のデ
ータによるカテゴリーの PB 数量シェアのみを被説明変数とし、図表 9 の表側にある 10
の要因を PB シェアの説明変数としているが、その中で特徴的なことは、「PB の品質レ
ベル」「PB の品質安定性」「PB の保有率」という変数を取り込んでいることである。
この３つの変数は、それぞれ大手のスーパーマーケットおよび食品卸の品質管理部門の
マネージャーへの郵送調査からデータを取っている。 
Sethuraman（1992）の PB 金額シェア、数量シェアを被説明変数とする 2 つの回帰分
析の決定係数はそれぞれ 0.57、0.55 であり、ここでの 12 の説明変数は、PB シェアの変
動の相当部分を説明していると考えられる。 
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一方、Hoch & Benarji （1993）の回帰分析の決定係数は 0.71 と、さらに高くなってお
り、この種のモデルとしては十分な説明力を持っていると考えられる。 
＜図表 8＞Sethuraman（1992）の仮説と分析結果の概要 
PB金額シェア PB数量シェア
＜需要要因＞
カテゴリー売上高 ＋ 0.001 0.001
世帯購入率 ＋ 0.09 0.1
購入間隔 － 0.03 0.04
＜価格要因＞
平均売価 ＋ 1.57 1.4
カテゴリーの価格弾力性 － -0.45 -0.47
NB／PB価格差 － -0.21 -0.02
粗利益率 ＋ 0.29 0.36
NB数 － -0.29 -0.34
＜販売促進要因＞
NBの特売比率 － -0.31 -0.38
PBの特売比率 ± 0.09 0.14
NBのクーポンによる販売数量比率 － -0.37 -0.43
カテゴリーの広告費率 － -1.5 -1.9
※危険率5%で統計的に有意であることを示す
データ出所：Sethuraman（1992）
回帰係数
仮説変数名
 
＜図表 9＞Hoch & Benarji （1993）の仮説と分析結果の概要 
PB保有率 ＋ 0.47
PBの品質レベル ＋ 0.19
PBの品質安定性 ＋ 0.12
NB／PB価格差 0 0.02
カテゴリーの売上高 ＋ 0.19
カテゴリーの粗利益率 ＋ 0.11
全国メーカー数 － -0.42
NBメーカー1社当たり広告費 － -0.15
製品多様化度（SKU数／ブランド数） － -0.02
NBの特売比率 － 0.06
※危険率5%で統計的に有意であることを示す
データ出所：Hoch & Benarji （1993）
変数名 仮説 標準化回帰係数
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② 分析結果とインプリケーション 
それでは上記の図表 8、9 を参照して、統計的に有意となった説明変数から得られる分
析結果を中心に、そこから得られる示唆について取りまとめていきたい。 
(1) NB 間の価格競争が PB シェアに負の影響をもたらす 
図表 8 の分析結果から、｢カテゴリーの価格弾力性｣に着目すると、PB の金額シェア、
数量シェア双方に対する回帰係数がそれぞれ-0.45、-0.47 と負で、統計的に有意である。 
この結果は、｢カテゴリーの価格弾力性｣が大きく、一般的に「価格によってブラン
ドスイッチが起こりやすいカテゴリーほど、PB シェアが高まりやすい」という従来の
考え方を実証的に否定するものであり、前述の Sethuraman & Dhar（1994）による次
の仮説を支持するものとなっている。「NB 間の競争レベルが高く、NB 間の価格差反
応度の高いカテゴリーでは、NB の価格が低下し、競争的なものとなるから、そのよう
なカテゴリーでは、PB のシェアは低くなる。」 
また NB 数が多いカテゴリーでも、回帰係数が同様に-0.29,-0.34 といずれも負で有
意となっており、次の仮説も実証的に支持されたこととなる。「あらかじめパイが多
くのブランドによって分けられている状況にあるから、PB のシェアは低いと考えられ
る。」 
 
(2) NB/PB 価格差が大きいからといって PB シェアにプラスに働くわけではない 
図表 8 の分析結果から「NB／PB 価格差」と「PB 金額シェア」の関係についてみると、
回帰係数（-0.21）は負で、統計的にも有意である。 
PB の価格を低く設定し、「NB／PB 価格差」を拡大した場合、PB の販売数量がその価
格低下を補って余りあるだけ上昇するときのみ、PB の金額シェアは上昇する。だが分析
結果は「NB／PB 価格差」は PB の数量シェア上昇に繋がらないため、価格差を拡大する
と金額シェアは明らかに低下する傾向にあると推定できる。 
実際 Sethuraman（1992）は、価格差を過度に強調した PB 展開を行うことの危険性を
3 点ほど指摘しており、流通業の PB 政策に重要な示唆を与えている。 
z ブランド間の品質差異が必ずしも大きくない典型的なコモディティ市場では、必ず
しも大きな価格差を維持し続ける必要はない。価格差を大きくしすぎることは PB
を必要以上に安く売ることになりかねない。 
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z 価格差を強調しようとしすぎると、品質面での妥協が生じてしまう可能性がある。
品質面での妥協が生じた場合には、長期的には、PB とそれを販売する店舗のイメ
ージを悪化させることになる。 
z 価格差が小さいと、消費者にとって NB から PB にスイッチする価格面でのインセ
ンティブは低下する。だが逆に価格差が大きすぎると、消費者がそれを低品質のた
めであるとし、PB を買わないことにもなりがちである。 
 
(3) PB の品質レベルを上げることが PB シェア向上に資する 
図表 9 の Hoch & Benarji （1993）のデータから、「PB の品質レベル」「PB の品質安
定性」とも、標準化回帰係数は、それぞれ+0.19、+0.12 と正であり、統計的にも有意で
ある。この分析結果からは、PB が相対的に強い商品力を持ち、高いベースレベルを持ち
うる場合、PB シェアは高くなることを示唆している。これによって流通業は、価格差で
はなく、品質に依拠した PB 開発を行うべきだということになる。 
 
(4) NB の特売は PB シェアを低下させ、PB の特売は PB シェアに影響を与えない 
図表 8 の分析結果を見ると、「NB の特売比率」の回帰係数は-0.31、-0.38 と負で有意
であり、PB シェアにマイナスの影響を与えている。だが、「PB の特売比率」は PB シェ
アに有意な影響を与えていない。 
上記の結果は、原著者が、Blattberg &wisniewski（1989）に従って設定した仮説の通
りのものである。つまり品質と価格帯が相対的に高い上位ブランドが販売促進を行った
場合、そのブランドはより低いランクの競合ブランドからシェアを奪うが、品質・価格
面での地位が低いランクの下位ブランドが販売促進を行っても、上位ブランドの販売数
量にはあまり影響がないというものである。 
ここでは上位ブランドを NB,下位ブランドを PB と読み替えており、それに基づく仮説
を実証したことになる。NB の特売が PB シェアを抑える傾向にあるというのは統計的に
も確認されるところであるが、もし PB の品質が NB に拮抗するようになり、消費者の価
格反応度が高くなった場合にはこの状況は変わりうる可能性は残っている。 
 
(5) NB の広告投資が PB シェアの上昇を妨げる 
図表 8 の「カテゴリーの広告比率」の回帰係数も同様に-1.5、-1.9 と負で、統計的に有
意な結果となった。広告により PB の成長を抑える可能性があるということになるが、
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Sethuraman（1992）によると、強い因果関係を立証するには、個別ブランドに関する時
系列分析などが必要であるとし、やや慎重な態度を示している。 
ただし Hoch & Benarji （1993）は、「NB メーカー1 社平均広告費」は、その標準化回
帰係数が-0.15 と、PB シェアにかなり強い負の影響を与えることが確認できるとして、メ
ーカーは価格や特売でなく、消費者とのコミュニケーションを重視すべきだとの結論を
引き出している。 
 
(6) カテゴリーの参入魅力が高いほど、PB シェアが高まるとは言い切れない 
売上規模が大きく、粗利益率の高いほうが、PB 参入魅力のあるカテゴリーであるはず
であり、そのようなカテゴリーでは PB のシェアが高いというのが仮説である。Hoch & 
Benarji （1993）ではこの仮説が実証されるが、Sethuraman（1992）では実証されない。
明確な判断を行うまでには至っていないと考えられる。 
 
以上、2 つの実証研究の成果を検討してきたが、この一連の研究は、PB 商品を展開す
る流通企業にも、NB 商品製造企業にも重要な示唆を与えている。しかし両者が行ってい
る回帰分析の手法では、個々の説明変数が被説明変数である PB シェアにどのような影響
を与えているかを分析するには適切な方法だが、それぞれの説明変数がお互いにどのよ
うな因果関係にあるかを検証することは出来ないのではないか、という疑問が沸き起こ
った。 
例えば「カテゴリーの売上高」や「カテゴリーの粗利益率」など、所与の変数は、こ
の結果からは明確な判断はできなかったが、「NB メーカー1 社平均広告費」などに影響
を与えていないだろうか。また「NB メーカー1 社平均広告費」が多くなると、消費者に
NB への知覚品質を高める作用が働き、｢カテゴリーの価格弾力性｣が弱まる傾向はないだ
ろうか。こうした PB シェアに影響を与える説明変数間の因果関係も加味した上で、モデ
ル作りを構築していこうというのが本論文で行う実証研究の主目的である。次章からは
先行研究での分析視点を参考にして、何が PB シェアを決める要因となっているかの仮説
について説明していきたい。 
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第三章 仮説:何が PB シェアを決めているのか 
PB 商品の市場シェアの違いは何によって決定されるだろうか？主に消費者に起因する
要因、流通企業に起因する要因、NB 商品の製造企業に起因する要因の３つのドライバー
が、複雑に絡み合いながら、PB 商品と NB 商品の均衡を保っていると推測される。 
そこで、前章でレビューした先行研究のうち、Sethuraman（1992）、Hoch & Benarji 
（1993）の PB シェアに影響を与える説明変数群を参考にして、3 つの視点で分類できる
のではという仮説を打ち立てた。 
① 顧客の固執 
カテゴリーにおける PB のシェアを高めるかどうかは、多分に購入する顧客の意向に
関わってくると考えられる。顧客のそのカテゴリーの商品に対してどれだけ拘りを持
っているか、特に強い拘りや知覚品質がなければ、価格が比較的安い PB に購買行動が
傾斜していくと考えられる。 
またそのカテゴリーに対する拘りと同時に、ある特定のブランドに対する認知や好
意などの、消費者と商品の結びつきの強さも、PB の浸透に影響を与える要素が少なく
ないだろう。たとえコモディティ化したカテゴリーにおいても、ある特定のブランド
への購買行動が、慣性効果となって、PB へのブランドスイッチを妨げる効果をもたら
していると考えられる。 
② 小売側の参入魅力 
一般に粗利益率の良さ等、PB 導入のメリットばかりが喧伝されているが、PB は小
売業にとって諸刃の剣でもある。PB は低価格を実現するために大量生産・大量販売す
る必要があること、小売の発注分は原則として全量買い取りされることから、必然的
に定番品が長時間、棚を占有することになる。これでは消費者のニーズが変化したと
きに柔軟に対応することができないために在庫リスクを抱えることになる。こうした
リスクを取っても小売側が参入すべき市場の魅力（そのカテゴリーの市場規模、粗利
益率の高さ、NB が比較的高値で販売できていること等）が影響を与えていると考えら
れる。 
Hoch & Benarji （1993）の分析にあったように、そのカテゴリーの市場規模が大き
いということは、PB が得意とする大量生産・大量販売できる可能性が高いと考えられ
る。また市場規模が大きければ、PB 参入による影響も相対的に少なく、その店の売上
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高の変化（リスク）も軽減されるので、PB 導入への躊躇も少なくなるのではないだろ
うか。 
同様に粗利益率の高いカテゴリーにおいては、NB が比較的高値で販売していると推
察されるので、PB と NB の価格差が生じやすく、PB 導入の成功確率が高まるという期
待が起こりやすいと考えられる。 
③ メーカーの優位性 
PB を新規参入（後発）ブランドと捉えた場合、参入障壁となるのはそのカテゴリー
に先行展開している NB 製造企業の優位性であろう。前章の先行研究でも言及されてい
た NB 製造企業の数が多く、競争度合の激しいカテゴリーでは既に価格競争も行われて
おり、PB の参入余地が少なく、PB シェアに負の影響を与えると推測される。同様に
競争環境の状況として、上位メーカーの寡占度が高く、またそのカテゴリーに参入し
ている企業が積極的なマーケティングコミュニケーションを実施していると、PB への
ブランドスイッチが起こりにくいという仮説が成り立つ。 
＜図表 10＞各カテゴリーにおける PB 比率の決定要因の仮説 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Hoch & Benarji （1993）の図表を基に筆者修正 
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以上の３つの説明変数群をまとめると、図表 10 で示した通り、影響要因を束ねる因子
として、「顧客の固執」と「メーカーの優位性」は PB シェアにマイナスの影響を与え、
「小売側の参入魅力」は PB シェアにプラスの影響を与えると仮定している。これに付随
する影響要因のそれぞれの影響度の大きさも去ることながら、これらが直接的な PB シェ
アに影響せず、他の説明変数にどう関連しているかの因果関係まで見出していかないと、
本当の意味での PB シェアの要因の解明にならないのではないかと考えられる。例えば成
熟化したカテゴリーにおいて、消費者は商品の差異があまり認識できず、価格志向にな
るため、小売側は PB 参入を加速するかもしれない。しかし逆に小売側の PB 参入によっ
て、消費者の価格志向が促進され、結果としてカテゴリーの成熟化が進むということも
考えられる。そうした因果関係の傾向を、データを徹底的に洗い出すことで、ある程度
把握することが出来れば、PB 商品を展開する流通企業にも、NB 商品製造企業にも重要
な示唆を与えることが大いにあるのではないかと期待される。 
次章からは、この仮説を検証するための具体的な実証研究のデザインに関して説明し
ていきたい。 
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第四章 実証研究の手法 
第一節 検証分析の目的 
ここからは商品カテゴリー別の PB シェアに大きな差異がある要因はどこから生じてい
るか、国内の既存データを用いながら検証していく。そこでは、それぞれの要因はお互
いに影響しあっているという仮説に基づき、PB シェアへの影響度とともに、それぞれの
要因の因果関係も合わせて説明できるモデル式の構築を目指していきたいと考えている。 
 
第二節 PB シェアの影響要因のデータソース 
図表 10 で示した、影響要因を束ねる因子として、PB と NB の競争に関わる主要な利害
関係者である「顧客」「小売業者」「製造業者」の 3 者の視点から、具体的にどのよう
なデータソースを採用したかを以下に説明していく。 
① 顧客の固執 
カテゴリーにおける PB のシェアを高めるかどうかは、多分に購入する顧客の意向に
関わってくるという前提に立ち、顧客のそのカテゴリーに対してどれだけ拘りを持っ
ているかを検証する。 
具体的なデータソースは、マクロミル社が 2010 年 2 月 22 日～2 月 23 日に行った
「第 5 回プライベートブランドに関する調査報告書」のデータから引用した。この調
査は週 1 回以上スーパーマーケット、コンビニエンスストアで買い物するマクロミルモ
ニタ男女 15 歳以上 1,034 サンプルを対象としている。この調査の中で「PB を意識的に
選択している商品カテゴリーは？」という設問の純粋想起の結果を使用して、「商品
への関与度」の逆の意味で「ユーザーの PB 意向度」という説明変数でモデルに組み込
んでいる。 
もうひとつのデータソースは、株式会社博報堂の保有するパネル調査データ HABIT
から 12～69 歳の男女 5000 人を対象に、各カテゴリーのトップブランドに対するロイ
ヤルティ（知名、理解、好意、ファンの反応率を組み合わせた指標）度合いを使用し
て、「上位 NB へのロイヤルティ」という説明変数として組み込んでいる。 
② 小売側の参入魅力 
小売側が参入すべき市場の魅力（そのカテゴリーの市場規模、粗利益率の高さ、NB
が比較的高値で販売できていること等）のデータソースは、日本経済新聞デジタルメ
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ディアが全国から収集するスーパーマーケット、コンビニエンスストア 673 店の“Ｐ
ＯＳ（販売時点情報管理）システム”の販売情報を収集した日経 POS 情報の 2010 年 5
月のデータを使用した。具体的な説明変数は「カテゴリーの市場規模」を日経 POS 情
報の「カテゴリーの千人当り金額（円）」で代用し、「NB と PB の価格差」を「カテ
ゴリートップブランドの平均価格」と「PB の平均価格」から以下のように算出して説
明変数として組み込んだ。 
NB/PB 価格差（％）=（NB 平均価格－PB 平均価格）／NB 平均価格×100 
そして「商品のグロスマージン」については、そのカテゴリーに展開している NB 製
造企業の財務諸表の粗利益率データから引用することも考慮したが、ほとんどの企業
が様々なカテゴリーに拡げて展開しており、商品の販売数量によっても粗利益率は変
化していくことを考慮すると、適切な数値を取り出すことが難しく、残念ながら今回
の実証データからは割愛した。 
③ メーカーの優位性 
メーカーの優位性を表す説明変数の具体的なデータソースは、日経 POS 情報から、
「カテゴリーでの製造企業数」と「上位 3 社の市場シェア」を使用した。またカテゴ
リーの広告費は、ビデオリサーチ社が提供している広告出稿統計データの 2009 年 1 年
分、TV,新聞、ラジオ、雑誌、インターネット、交通広告の主要 6 媒体の出稿金額から
算出している。 
以上説明していった各変数とそのデータソース一覧を図表 11 に取り纏めている。 
なお今回の実証分析での最終的な目的変数として使用する各カテゴリーの PB シェア
のデータは、日経 POS 情報の食品、生活用品などスーパーマーケットカテゴリーの
2010 年 5 月時点での自社開発商品（PB）の金額シェアを指標としている。なお今回の
データで数量シェアを目的変数として使用しなかったのは、明らかに販売単価が異な
る中で、数量シェアを指標として使うと、各カテゴリーでの PB の実力を正確に測れな
いという仮定に基づいている。金額シェアには、単価×販売量という要素が既に包含
されている事からも必要性を考慮しなかった。その点は PB の数量シェアのみを目的変
数とした Hoch & Benarji （1993）と異なる点である。 
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＜図表 11＞各変数のデータソース一覧 
潜在変数 観測変数 データソース 時点 
ユーザーの PB 意向度 
マクロミル社「第 5
回プライベートブラ
ンドに関する調査報
告書」 
2010 年 
2 月 
① 顧客の固執 
上位 NB へのロイヤルティ
博報堂パネル調査で
のトップ NB へのロイ
ヤルティ 
2009 年 
カテゴリーの市場規模 
日経 POS 情報；カテ
ゴリーの千人当り金
額（円） 
2010 年 
5 月 
トップ NB の販売単価 
日経 POS 情報；カテ
ゴリーのトップブラ
ンドの販売単価 
2010 年 
5 月 
② 小売側の 
参入魅力 
PB の価格水準 
（NB 平均価格-PB 平均価
格）／NB 平均価格×100 
日経 POS 情報；NB ト
ップブランドと PB の
価格差 
2010 年 
5 月 
製造メーカーの数 
（参入障壁） 
日経 POS 情報；参入
企業数 
2010 年 
5 月 
上位 3社の集中度 
日経 POS 情報；上位 3
社市場シェア 
2010 年 
5 月 
トップメーカーの 
市場寡占率 
日経 POS 情報；トッ
プメーカー市場シェ
ア 
2010 年 
5 月 
③ メーカーの 
優位性 
そのカテゴリーの 
全広告費 
ビデオリサーチ社 
広告出稿統計データ 
2009 年 
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第五章 実証研究の解析結果 
第一節 PB シェアの分布状況 
今回の実証分析では、前章で説明した具体的な数値データの取得可能性、特に「ユー
ザーの PB 意向度」を測定するためにマクロミル社が行った「PB を意識的に選択してい
る商品カテゴリーは？」という設問の純粋想起結果から得られる 34 の商品カテゴリーを
対象として分析を進めていった。詳細な分析結果に入っていく前に、まずは各カテゴリ
ーでの PB シェアの状況について確認していく。 
まずは 34 カテゴリーの PB シェアの基本統計量を示したのが図表 13 である。 
＜図表 13＞PB シェアの基本統計量 
指標 統計量 
平均 11.38
標準誤差 1.17
中央値 （メジアン） 10.20
最頻値 （モード） 13.20
標準偏差 6.83
分散 46.71
尖度 0.06
歪度 0.74
範囲 26.80
最小 0.60
最大 27.40
合計 386.80
標本数 34.00
最大値 27.40
最小値 0.60
信頼区間（95.0％） 2.38
出所：日経 POS 情報 日経収集店舗＋ＲＤＳ全店集計 最新月 10/05 収録店舗数 673  
全体の単純平均は 11.38％、中央値が 10.2％と、日経新聞が 2008 年発表した加工食品
の全販売金額に占める PB 割合 8.5％と比較すると今回抽出したカテゴリーはやや高い状
況にある。 
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最大値は調理用酒の 27.4％を筆頭に、最小値となるシャンプーの 0.6％まで、幅広く
分布しているが、尖度の値が 0.06 と 0 に近い中尖度とそれほど大きな分散ではないこと
が理解できる。 
図表 12 の中で、PB シェアの上位カテゴリーを一見すると、「PB は明確な製品差別性
が乏しく、消費者が価格で商品選択をするレベルが高い、コモディティ化した商品で高
いシェアを取る」という Stern（1966）の主張を裏付けるような印象を受ける。 
＜図表 12＞各商品カテゴリーでの PB シェアと説明変数の分布 
ユーザーの
PB意向度
上位NBへの
ロイヤル
ティ
カテゴリー
市場規模
トップNBの
販売単価
NBとPBの価
格差
製造メー
カーの数
上位3社の
集中度
トップメー
カーの市場
寡占率
カテゴリー
の全広告費
調理用酒 宝酒造 27.4 1.1 175.3 838 466.2 56% 22 58.0 21.4 471,565
パスタソース 日清フーズ 26.5 1.1 383.6 1,237 146.6 36% 27 57.9 42.9 3,994,253
果汁飲料 キリンビバレッジ 24.4 4.5 305.2 5,721 132.0 17% 107 38.5 14.9 11,664,582
トイレットペーパー 王子ネピア 20.9 3.5 464.4 4,079 302.6 1% 50 47.3 17.3 1,458,913
スープ エースコック 19.5 1.3 160.0 580 109.9 22% 25 57.9 30.2 3,197,077
みりん 宝酒造 18.0 1.1 175.3 1,266 349.9 30% 25 69.3 37.0 471,565
パスタ 日清フーズ 17.7 1.0 383.6 2,058 180.6 -2% 34 63.5 35.6 1,637,852
チーズ 雪印乳業 15.1 2.4 432.3 6,811 195.4 11% 35 61.7 32.6 3,942,410
マーガリン 雪印乳業 14.9 1.1 432.3 2,327 197.7 11% 18 77.2 45.0 148,068
ケチャップ カゴメ 14.4 1.9 537.2 1,189 163.5 16% 25 80.6 59.9 63,870
牛乳 森永乳業 13.2 5.2 397.7 20,426 164.3 -1% 116 49.0 20.6 2,704,822
ティッシュペーパー 日本製紙クレシア 13.2 1.3 464.4 2,871 214.5 -4% 32 63.9 31.0 1,458,913
うどん シマダヤ 13.2 1.1 130.0 2,144 118.2 34% 167 35.6 21.6 2,053,918
豆腐 男前豆腐店 12.5 1.2 180.0 11,269 111.4 26% 249 24.0 12.4 2,287,546
マヨネーズ キユーピー 11.7 2.9 653.4 3,792 206.7 18% 23 86.4 64.6 5,203,088
ドレッシング キユーピー 11.1 1.1 653.4 5,744 230.5 -2% 107 68.3 48.7 4,731,645
油（サラダ油） 日清オイリオ 10.5 1.5 227.3 3,272 244.6 3% 29 85.9 61.5 5,900,775
お茶 伊藤園 9.9 3.9 490.5 6,740 125.0 21% 47 69.7 40.6 23,362,728
食パン 山崎製パン 9.1 8.6 511.4 13,055 122.0 19% 60 73.6 38.8 8,885,612
ソーセージ 日本ハム 8.6 2.2 434.9 13,793 318.2 26% 78 62.9 28.6 4,189,169
しょうゆ キッコーマン食品 7.9 5.1 545.7 3,280 243.6 25% 197 60.0 43.4 2,391,827
ヨーグルト 明治乳業 7.8 2.6 496.5 4,834 140.0 21% 34 70.1 41.9 10,771,734
納豆 タカノフーズ 7.7 1.0 200.0 7,656 89.9 12% 109 73.0 37.1 12,603,253
即席カップめん 日清食品 7.6 11.4 514.9 11,714 109.0 25% 37 71.0 42.7 15,807,891
味噌 マルコメ 7.6 1.2 450.0 3,978 273.2 21% 189 30.1 18.4 2,287,546
冷凍食品 味の素 7.0 3.4 553.2 25,816 196.8 4% 197 38.9 15.4 4,752,933
コーヒー ＵＣＣ上島珈琲 5.9 1.1 350.8 2,207 424.3 20% 39 84.8 45.7 1,801,681
水 キリンビバレッジ 5.6 1.0 305.2 3,958 154.4 39% 99 62.8 26.1 10,718,748
洗剤 花王 5.2 3.6 504.9 8,052 234.4 35% 87 88.9 43.8 18,181,638
つゆ ミツカン 3.5 1.9 460.4 7,398 225.5 1% 259 36.6 16.4 6,059,968
スナック菓子 カルビー 3.1 1.3 529.4 6,411 111.5 0% 47 78.7 58.0 9,847,940
カレー ハウス食品 3.0 1.9 502.4 3,965 187.6 29% 34 91.8 60.3 1,656,055
ビール類(発泡酒) 麒麟麦酒 2.5 2.1 546.4 11,228 453.7 25% 4 95.9 71.0 90,375,475
シャンプー 花王 0.6 1.0 504.9 778 572.7 47% 105 49.0 20.2 7,034,691
商品カテゴリー TOPメーカー PBシェア
① 顧客の固執 ② 小売側の参入魅力 ③ メーカーの優位性
 
出所：日経 POS 情報 日経収集店舗＋ＲＤＳ全店集計 最新月 10/05 収録店舗数 673  
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上位の調理用酒（27.4％）、パスタソース（26.5％）、果汁飲料（24.4％）、トイレッ
トペーパー（20.9％）等、メーカー名から商品名が連想しづらい、比較的商品の差異化
が難しそうなカテゴリーが目立つ。ただし根本（1995）が紹介する米国のカテゴリー別
PB シェアと比較すると、牛乳（13.2％、1993 年米国で 64％）やマーガリン（14.9％、
1993 年米国で 40％）、食パン（9.1％、1993 年米国で 39％）など原料に近く、加工度が
低い食品に PB 比率が高い傾向にあるとは言い難い。この辺りは日本人の嗜好性や NB メ
ーカーの競争的地位の日米の違いが反映していると推測できる。 
逆に PB シェアの低いカテゴリーを見ていくと、水（5.6％）、洗剤（5.2％）、つゆ
（3.5％）、スナック菓子（3.1％）、カレー（3.0％）、ビール（2.5％）、シャンプー
（0.6％）等、消費財の代表的メーカーや銘柄が想起され、NB 製造企業の影響力が色濃
く反映されている結果となっている。 
これらのカテゴリーの特徴として、アメリカの消費者行動研究者ヘンリー・アサエル
が提唱する購買行動類型４タイプのうち、ブランド間の知覚差異の高いが関与度はそれ
程高くない、「バラエティ・シーキング型購買」の製品群が比較的多く頻出されている
と推測できる。そのフレームワークで見ると、前述の PB シェアの高いカテゴリーでは、
消費者の関与水準が低く、ブランド間の知覚差異は小さく、購買に際してあまり深い情
報処理を行うことがない、「習慣型購買」のカテゴリーと判別できるかもしれない。 
 
第二節 解析用データの指数化と相関関係の確認 
前節までで抽出したデータを解析する作業に入るのだが、いくつかの変数はそのまま
ではデータの偏在性が高いため、出来る限り正規分布に近づけるよう、以下のような指
数化をしている事を触れておきたい。 
z 「消費者の PB 意向度」：PB をどれだけ欲しているか購買量の大きさで割
り戻す→PB 購入意向者／千人当たり購入個数 
z 「参入企業数」：そのカテゴリーの競争度合いはどれほどか→参入企業数
の自然対数 
z 「広告投資」：市場規模に比較して、どれだけ広告投下しているか→広告
出稿額/千人当たり販売金額 
z 「PB の価格水準」NB に対して PB がどれだけ価格を維持しているか→１－
{（NB－PB）／NB}×100 
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z 「ガリバー企業の不在」：ガリバー企業が存在するか→40％以上企業がな
し＝1、あり＝0 
z 「上位 3 社の寡占率の低さ」：上位企業がどれだけ影響力を持つか→上位 3
社集中度の対数を逆数化 
次に、変数間の関連性を確認するため、ピアソンの相関係数と相関の有意性検定を行
った。以下の図表 12 の行列を俯瞰していくと、一般的に強い相関関係があると言われる
±7 の値を超えるような相関関係の変数は見られない。 
＜図表 12＞相関行列の確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
*：相関係数は 5％水準で有意（両側） 
**：相関係数は 1％水準で有意（両側） 
更に統計的に有意と判断された変数同士の関係を見ていく。まず目的変数となる PB シ
ェアに対して直接的に関係の高い変数は「ユーザーの PB 意向度」、「NB へのロイヤル
ティ」の顧客関連の変数と、「PB の価格水準」の 3つであった。「ユーザーの PB 意向
度」は「PB シェア」に正の相関関係（0.399）であり、「NB へのロイヤルティ」「PB
の価格水準」はそれぞれ-0.443 と-0.441 と負の相関関係にあった。 
39 
 
この 3つの変数が、それぞれどのような変数と影響しあいながら PB シェアに影響を与
えるかの仮説を、有意な相関関係の変数から説明していきたい。 
まず「ユーザーの PB 意向度」であるが、「市場規模」がそれ程大きくないカテゴリー
で、「NB 単価」が比較的高く、「PB の価格水準」がそれに対して相対的に低価格の値
をつけているカテゴリーでは、「ユーザーの PB 意向度」を押し上げるという仮説が成り
立つ。つまり市場規模が小さいカテゴリーでは、強いブランド力を持つような NB が存在
せず価格志向の購買が起こりやすい。前述したアエサルが述べる、購買に際してあまり
深い情報処理を行うことがない、「習慣型購買」のカテゴリーの状況になり、そこで NB
単価が PB に比べて高い（高すぎる）水準にあると「ユーザーの PB 意向度」が向上して、
結果として PB シェアを押上げるという作用を起こすと考えられる。 
次に「PB の価格水準」であるが、「NB へのロイヤルティ」が高い水準にあると、NB
製造企業は強気な「NB 単価」を設定し、それが「PB の価格水準」が相対的に低くなる
傾向を強めている。または逆に、強いブランド力を持つ NB があるカテゴリーでは、PB
は相対的に低価格でないと成り立ちづらいという見方も可能である。この見解は、木綿
（1975）の研究で詳しく語られている。NB・PB の価格差が大きな商品である歯みがき
（価格差 36.5％）、化学調味料（価格差 33.3％）の PB シェアは、それぞれ 5.0％、
9.7％と他の商品に比べて低シェアに留まっていることが挙げられている。逆に価格差が
比較的小さな商品である牛乳（価格差 1.0％）、バター（価格差 3.6％）の PB 販売シェア
は、それぞれ 34.0％、43.0％と他の商品に比べて高シェアを獲得している。つまり PB
が NB と比べて価格差が大きい商品群では、PB シェアは小さく、逆に価格差で NB に対
してそれ程影響を与えていない商品群では、PB シェアは高いと言える。 
最後に「NB へのロイヤルティ」だが、「ガリバー企業の不在」、すなわち 40％を超
えるような企業が存在するカテゴリーでは NB への愛着度が増加し、PB シェアに負の影
響を与えている。同様に PB の価格水準も比較的高位にある場合、PB にスイッチする動
機も起こりづらく、NB へのロイヤルティ、購入意向が更に高まることで PB シェアにマ
イナスの作用を起こしていくという解釈が成り立つ。 
ただしこのような単純な相関行列だけでは、それぞれの変数間の関係も、どちらが要
因でどちらが結果なのか、解釈に恣意性が入り、読み取りづらい面もある。そこで変数
間の共通性を因子分析で導出して考察を更に進めていく。 
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第三節 PB シェアへの影響要因を分類 
＜図表 13＞固有値因子数の推定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
因子抽出法: 主成分分析 
 
＜図表 14＞固有値のスクリープロット 
 
100.001.780.169
98.222.650.248
95.583.470.317
92.106.630.606
85.477.880.715
77.5910.050.914
67.5417.141.5467.5410.520.9567.5410.520.953
50.4022.982.0757.0225.582.3057.0225.582.302
27.4327.432.4731.4531.452.8331.4531.452.831
累積 %分散の %合計累積 %分散の %合計累積 %分散の %合計成分
回転後の負荷量平方和抽出後の負荷量平方和初期の固有値
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まずはこれまで導出した 10 の変数のうち、被説明変数となる PB シェアを除く、9 つ
の変数間の共通性を抽出するために、主成分分析を行った。その際、成分数の判断とし
ては、図表 14 の固有値を参照しつつ、三分の二以上の説明力を有すると見なされる、累
積成分寄与率 67.5％となる 3 つの成分で抽出した（図表 13）。導出された成分行列での
それぞれの変数の因子付加量、プラス･マイナスの符号の傾向、変数の関連性から、各成
分の名称を以下の通り解釈していった（図表 15）。 
z 第 1 成分「NB メーカーの競争力」→「NB の上位 3 社の寡占率」、「ガリバー企
業（市場シェア 40％以上のトップ企業）の存在の有無」、「参入企業数」という
3 つの変数が同じ符号の相関関係が強く、「トップ NB への消費者のロイヤリテ
ィ」という変数が逆相関であるが高い関連性が見える。 
z 第 2 成分「消費者の PB 志向性」→「NB 単価」と「PB の価格水準」が逆相関の関
係にあり、その状態が消費者の PB 意向度を高めるという読み取りができる。 
z 第 3 成分「小売側の PB 参入魅力」→市場規模が大きければ大きい程、小売側がリ
スクを取っても PB 導入で成功する確率は高まる。しかしそのカテゴリーで積極的
な広告投資を行われていると、認知・馴染みの高い NB が存在し、PB の入る余地
が少なくなるという解釈である。 
＜図表 15＞回転後の成分行列 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※因子抽出法: 主成分分析  回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法 
-0.3580.125-0.234広告投資
0.804-0.1990.121市場規模
0.227-0.701-0.274PBの価格水準
-0.3270.805-0.202消費者のPB意向度
-0.0100.891-0.041NB単価
0.452-0.2170.668参入企業数
0.590-0.076-0.680NBブランドへのロイヤルティ
0.0780.1510.818ガリバー企業の不在
0.224-0.0540.839上位3社の寡占率の低さ
３.小売側の
参入魅力
２.消費者の
PB志向性
１. NBメーカー
の競争力成分
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6 回の反復で回転が収束。 
 
ここまで見てきた主成分分析での変数間の共通性を参考に、共分散構造分析によるモ
デル式構築を試みた。主成分分析で導出した 3 つの成分が、PB シェアを被説明変数とし
て、どのように影響を与えているか、変数間の因果関係も含めて構造化したモデルが図
表 16 のパス図である。尚このモデル式の適合度としては、危険水準 0.3％と高い有意確
率であり、GFI（Good of Fit Index：0～1 の範囲を取る適合度指標、回帰分析におけるｒ
2 乗とほぼ同義）も 0.78 と高い数値の適合性を表している。 
まず第 1 成分「NB メーカーの競争力」の説明変数グループのパス図から詳細に見てい
く。参入企業の数が増えるに伴い、NB 製造企業の上位 3 社の集中度が低下していく。す
るとガリバー企業（市場シェア 40％以上のトップ企業）の存在確率が低下していき、NB
へのロイヤルティにマイナスの影響を与える。最終的に NB へのロイヤルティが低いと
PB シェアにはプラスに働き、逆にロイヤルティが高まれば PB シェアは低下するという
因果関係が推測できる。 
次に第 2 成分「消費者の PB 志向性」を読み解くと、NB 単価と PB の価格水準は逆相
関関係の共分散の動きを見せている。それぞれの変数が消費者の PB 意向度に個別に影響
を与えており、NB 単価はその価格が上昇すればするほど、消費者の PB 意向度は高まり、
PB の価格水準は逆に低下すればするほど、値頃感が上がり、消費者の PB 意向度は上昇
していく関係になっている。 
そして第 3 成分「小売側の PB 参入魅力」であるが、これは前述の主成分分析とほぼ同
様の解釈が成り立つ。カテゴリーの市場規模が大きければ大きい程、小売側がリスクを
取っても PB による参入意欲は高まる。しかしそのカテゴリーで積極的な広告投資を行わ
れていると、認知・馴染みの高い NB が存在し、小売側の魅力は低下していく。結果とし
ては小売側の魅力という潜在変数が PB シェアにプラスの影響を及ぼしていることが読み
取れる。 
以上のように、ある程度論理整合性のある解釈可能なモデル式が導出された。更にそ
れぞれの変数が直接、間接に PB シェアにどの程度影響を与えているかを＜図表 17＞標準
化総合効果の行列で確認すると「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の２
つの偏回帰係数-0.406、+0.445 が相対的に高い係数となっている。この消費者側の意識
面に関連する２つの変数は、それぞれプラスとマイナスの方向の逆相関であるから、お
互いが強いドライバーとなって PB シェアの上下の動きに影響を与えていると解釈できる。 
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＜図表 16＞共分散構造分析による因果関係分析 
 
 
＜図表 17＞モデル式の標準化総合効果 
参入企業
数
PB参入_
への魅力
PBの価格
水準
NB単価
上位3社
の寡占率
の低さ
ガリバー
企業の不
在
消費者の
PB意向度
NBへのロ
イヤル
ティ
上位3社の寡
占率の低さ 0.695 0 0 0 0 0 0 0
ガリバー企業
の不在
0.418 0 0 0 0.617 0 0 0
消費者のPB意
向度
0 0 -0.276 0.506 0 0 0 0
NBへのロイヤ
ルティ
-0.221 0 0 0 -0.325 -0.462 0 0
広告投資 0 -0.983 0 0 0 0 0 0
市場規模 0 0.169 0 0 0 0 0 0
PBシェア 0.09 0.316 -0.123 0.225 0.132 0.187 0.445 -0.406
 
第1成分 
第2成分 
第3成分
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第六章 事例研究からの仮説構築 
第一節 消費者意識による PB 勢力の状況 
前章での図表 16 の分析結果から、「PB シェア」への直接的なドライバーとなってい
る変数として、「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の 2 つが挙がってき
た。この 2 つの変数を 2 軸において、各商品カテゴリーをプロットしたものが図表 18 で
ある。 
＜図表 18＞価格志向とブランド志向の影響による PB シェアの分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
まず「NB へのロイヤルティ」、すなわちブランド間の知覚差異を消費者が認識してい
る傾向が強く、ブランド志向型の購買をされている傾向値を横軸に置いた。 
次に「消費者の PB 意向度」、出来るだけ PB を求める商品の割合、つまり価格志向性
の高い購買行動の傾向を縦軸に置いて、4 つの象限に分けて傾向を見ていった。 
最初に着目すべき象限は、左上の第 2 象限と右下の第 4 象限である。何故なら、図表
16 の共分散構造分析で導出した「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」は、
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それぞれ正と負の関係、すなわち逆相関の関係にあり、左上と右下に各カテゴリーが集
まるはずである。また左上の第 2 象限は、「消費者の PB 意向度」が強く影響し、PB シ
ェアが高まるはずであり、右下の第 4 象限には「NB へのロイヤルティ」が作用して、PB
シェアが低下する傾向にあるはずである。 
まず第 2 象限から見ていくと、調理用酒（PB シェア 27％）を筆頭に、パスタソース
（PB シェア 27％）、果汁飲料（PB シェア 24％）と、今回の分析で抽出した 34 カテゴ
リーの中で「PB シェア」のランク上位 3 社がプロットされたのを筆頭に、スープ（PB
シェア 20％）、みりん（PB シェア 18％）、パスタ（PB シェア 18％）等、PB 比率の高
い品目が並ぶ。この第 2 象限に置かれた商品カテゴリーの平均 PB シェアが 18.7％と、34
品目全体の 11.38％と比較して 7 ポイント以上も高くなっている（図表 19 参照）。さら
にこのカテゴリーでの平均的な「PB の価格水準（PB 価格が NB 価格の何％か）」を見て
いくと、77.2％と全体の PB 価格水準 81.1％に比べて約 4ポイント以上も低い数値となっ
ている。このカテゴリーに対する消費者の価格志向性が色濃く反映された結果とも考え
られる。まさに「PB 隆盛領域」と捉えてよいだろう。 
次に右下の第 4 象限を見ていきたい。カレー（PB シェア 3％）、ビール類（PB シェア
3％）、スナック菓子（PB シェア 3％）と、PB シェアが低水準の品目が並んでいる領域
となっている。第 2 象限とは対照的に、平均 PB シェアが 8.3％と全体の 11.38％と比較
して 3ポイント以上、第 2象限の平均 PB シェア 18.7％と比較すると 10 ポイント以上低
い。さらにこのカテゴリーでの平均的な「PB の価格水準」を見ていくと、86.9％と全体
の PB 価格水準 81.1％に比べて約 5ポイント以上も高い数値となっていることから、価格
志向性も低い傾向が伺える。そしてカテゴリー全体の広告出稿額を見ると約 123 億円と、
全体平均 83 億円に対して、最も広告出稿の高い品目群となっている（図表 19 参照）。
すなわち価格感度よりも、どちらかというとブランドへの知覚差異で競争が行われてい
る「NB 隆盛領域」と捉えることが出来る。 
以上の左上の第 2 象限と右下の第 4 象限の傾向は、図表 17 の共分散構造分析を裏付け
る結果であり、比較的説明はしやすい。問題となるのは、第 2象限と第 4象限に挟まれ
た形の第 1、第 3象限である。この 2つの領域に属する商品カテゴリーは、本来的には、
軸として定めた「NB へのロイヤルティ」と「消費者の PB 意向度」の逆相関関係が強け
れば、左上の第 2 象限と右下の第 4 象限のどちらかに収斂されるはずである。ところが
この第 1、第 3象限では、それだけでは説明のつかない何かが作用して、分散傾向に至っ
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ていると考えられる。具体的にどのような要素が影響しているのかをそれぞれの象限毎
に見ていきたい。 
まず第 1 象限だが、シャンプー（PB シェア 1％）、カップ麺（PB シェア 8％）、味噌
（PB シェア 8％）と比較的 PB シェアの水準が低い品目もあれば、トイレットペーパー
（PB シェア 21％）、ケチャップ（PB シェア 14％）、マヨネーズ（PB シェア 12％）と
高い PB シェアを獲得している領域が混在している状況である。この象限の中にある 7 つ
のカテゴリーの特徴は、トップブランドの市場シェアが非常に高く、大手メーカーが割
拠し、それぞれのカテゴリーのトップ企業 7 社の平均市場シェア 41.7％という高水準で
ある（図表 19 参照）。 
この数値は偶然だが、ランチェスターの法則を研究したアメリカの数学者 B.O.クープ
マンが提唱している「安定的トップシェア：業界における強者となり、安定した地位を
確保」できる目標数値 41.7％と同じ数値である。ちなみにこの 41.7％を超えるシェアを
確保しているのは、洗剤の花王、カップ麺の日清食品、しょうゆのキッコーマン食品、
マヨネーズのキユーピー、ケチャップのカゴメ等 7 社中 5 社で、平均市場シェア 50.9％
と、ガリバー企業として安定的な地位を確保している。 
こうしたガリバー企業の持つ圧倒的な体力が起因して、消費者のブランド力を保持し
ているが、一方で品目としては、消費者側から「PB を意識的に選択している商品カテゴ
リー」として挙がってきていることからすると、価格志向に晒されやすい状況にあるこ
とは否めない。したがって PB に取って代わりやすいリスクをブランド力によって何とか
回避できている品目と、PB にシェアを奪われている品目とに、二極分化しているという
状況になっている象限である。 
次に PB 志向も低く、NB へのロイヤルティも低い領域である第 3 象限を見ていこう。
この象限に位置する品目は、水（PB シェア 6％）、納豆（PB シェア 8％）、豆腐（PB
シェア 13％）、牛乳（PB シェア 13％）、うどん（PB シェア 13％）と、PB シェアにお
いてはそれ程特徴があるわけではない。特徴的なことは、この象限の中にある 5 つのカ
テゴリーは、トップ企業の平均市場シェアが全体平均（36.6％）に比べて、23.6％と極め
て低水準のトップシェアにあるということである（図表 19 参照）。水のキリンビバレッ
ジ（市場シェア 26.1％）、納豆のタカノフーズ（市場シェア 37.1％）、豆腐の男前豆腐
店（市場シェア 12.4％）、牛乳の森永乳業（市場シェア 20.6％）、うどんのシマダヤ
（市場シェア 21.6％）と、B.O.クープマンが提唱している市場影響シェア 26.1％（この
値を上回ると、激戦の競争状況から一歩抜け出した状態と判断される。この値が強者と
47 
 
弱者を決定付ける基準値となりうる）の目標数値を超えているのは、キリンビバレッジ
とタカノフーズぐらいである。つまり、どのカテゴリーも、複数企業が拮抗している激
戦状態のカテゴリーと考えられる。 
それを裏付けるようなデータとして、この品目に参入している企業数を言及していき
たい。全体平均では 1 品目あたり平均して 79.8 社の参入企業数に対して、この 5 品目は
平均して 121.0 社と非常に多くのプレーヤーが犇めき合う市場となっている（図表 19 参
照）。つまり常に数多くの企業による価格や品質面での厳しい競争環境にあることで、
消費者側も PB を敢えて意識的に選択しようという購買行動が起こりづらい環境にあると
推測される。 
＜図表 19＞各象限の特徴的な傾向（各象限毎の平均値） 
カテゴリー
PBシェア
平均
トップNB
シェア
広告費
（千円）
参入
企業数
千人当り
金額
PB価格
水準
第1象限 9.8 41.7 7,163,131 74.9 4,697.7 76.2
第2象限 18.7 36.2 3,642,419 38.5 2,147.4 77.2
第3象限 10.4 23.6 5,954,656 121.0 9,090.6 77.9
第4象限 8.3 39.1 12,361,800 91.1 8,212.2 86.9
全体 11.4 36.6 8,297,640 79.8 6,190.8 81.1
最大値
最小値  
以上 4 つの象限におけるデータの特徴を概観してきたが、企業規模やマーケットシェ
アの状況などの特性から、この４つのカテゴリーそれぞれの PB に対抗する戦略を、図表
20 のように整理を行った。 
まず第 1 象限では、カテゴリー内で圧倒的なシェアと存在感を誇るまさに業界の指導的
企業が数多い。この象限のリーダー企業は、商品の幅を広げ、PB に対抗できるようにす
ることでもある。これが全方位化とかフルライン戦略と呼ばれるものである。さらに、
こうした実績を踏まえて、PB が新たに参入しにくくする参入障壁を設けるというのが定
石となっていく。 
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次に第 2 象限では、市場規模が小さく資源も乏しい企業が多い。価格志向も高いゆえ
に、バイイング・パワーを持つ小売企業に対して、追随、協調的な戦略をとっていきな
がら、PB と NB のバランスを図って生存利潤を確保していくことになる。結果として PB
定着型の市場特徴となっていく。 
＜図表 20＞各象限における市場特性の類型化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
続いて第 3 象限の企業は、特徴として参入企業が非常に多く、1 社当たりの売上高や広
告費などが小粒化する群雄割拠型市場と言える。ここで生き残るためには、市場の競争
環境が厳しいために、ある種「狭い分野」で一番になることを狙う。狭い分野に特化し、
そこで一番になれば、PB による自社への脅威を軽減することができる。言わば集中特化
型の戦い方が標準的となる。 
最後に第 4 象限であるが、ある程度の資源を有する企業が多く、差別化型の戦略とし
て、PB の参入余地を無くしていくことが基本となる。長年独自に培ってきた技術で、PB
が模倣しづらい競争軸を作り出すというパターンが主流となる。 
以上のような NB メーカーがとり得る、PB に対する競争戦略の選択肢は、品目におけ
る NB への顧客の拘りや価格志向性など、置かれている条件などによって異なってくる。 
次節からは、第 1 から第 4 の各象限における代表的な企業の戦略ケースを検証し、PB
に対抗する NB 側の戦略オプションの仮説構築を試みていく。 
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第二節 PB に対する NB の競争戦略ケース 
第一項 第 1象限：ガリバー型リーダー企業による PB 対応ケース 
まずは第 1 象限に位置する企業で、PB に対応しているケースを見ていきたい。この象
限の特徴は、市場シェア 41.7％を超えるガリバー企業のパワーで、消費者からのブラン
ドロイヤルティを保持しているが、一方で品目としては、消費者側から「PB を意識的に
選択している商品カテゴリー」として挙がってきていることからすると、価格志向に晒
されやすい状況にある。ちなみにデータソースとして使っているマクロミル社の消費者
調査で、「PB を意識的に選択している商品カテゴリー」として最も高い純粋想起率とな
っているのが、今から紹介するカップ麺カテゴリー（PB 意向度 11.4％）である。消費者
側からは PB を選択する意向が強いにも関わらず、カップ麺カテゴリーの「PB シェア」
は 7.6％に留まっている。その要因としては、このカテゴリーでのリーダー企業である日
清食品の PB に対応する戦略が功を奏していると考えられる。 
図表 21 は 2010 年 10 月の POS データから抽出したカップ麺カテゴリーにおける商品
別販売金額シェアである。1 位から 8 位まで日清食品が占めているのが伺える。 
＜図表 21＞即席カップ麺 商品別販売金額シェア（1 位~10 位） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
96.31.5 東洋水産 マルちゃん 緑のたぬき 天そば カップ １０１Ｇ  10 . 
96.71.7 東洋水産 マルちゃん 赤いきつねうどん カップ ９６Ｇ 9 . 
114.92 日清食 カップヌードル カレー カップ ８５Ｇ 8 . 
115.32 日清食 ＵＦＯ 焼そば カップ １２９Ｇ 7 . 
78.02.3 日清食 スープヌードル シーフード ６１Ｇ 6 . 
218.42.3 日清食 ラ王 旨味豚コク味噌 カップ １１４Ｇ 5 . 
77.42.6 日清食 スープヌードル カップ ５９Ｇ 4 . 
114.42.8 日清食 カップヌードル シーフードヌードル カップ ７５Ｇ 3 . 
219.13 日清食 ラ王 背脂濃コク醤油 カップ １１４Ｇ 2 . 
114.93.8 日清食 カップヌードル ７７Ｇ 1 . 
平均価格
(円) 
シェア 
(%) 
商品名順位 
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出所：日経 POS 情報 日経収集店舗＋ＲＤＳ全店集計 最新月 2010 年 10 月 直近 4 週
間販売ランキング 収録店舗数 673  
注目したいのは、1 位、3 位、8 位とカップヌードルが約 114~115 円台で着実にシェア
を確保する中、4 位と 6 位に位置するスープヌードルという 77~78 円台の商品が、異な
る価格帯でシェアを押さえている点である（図表 22）。 
＜図表 22＞日清食品の即席カップ麺の全方位型ラインナップ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このスープヌードルという実売 80 円を切る価格帯の商品を上市することにより、日清 
出所：日清食品 ホームページ、日経 POS 情報 
食品はカップヌードルの地位を担保し、PB の参入余地を止めるファイアーウォールの
役割を担わせている。事実、メディア向けの取材で、日清食品中川晋社長は「ＰＢに対
抗可能な低価格帯商品 を完全にそろえた」と述べて、更に「カップ麺の販売量のうち、
低価格商品の比率を 15％程度と見込む」（出所：2009.3.26 産経新聞）というブランド
のポートフォリオの配分まで計算しているようなコメントであった。まさに嶋口
（1986）が論じるリーダー型企業の「全方位戦略」で、PB の拡大を喰い止めている様子
が推察される。 
 
第二項 第 2象限：調和型リーダー企業による PB 対応ケース 
続いて、前項で述べた PB への対抗戦略とはまったく逆に、PB を展開する小売業と調
和するような対応を取っている第 2 象限の企業ケースを確認していきたい。 
まずこの第 2 象限は、4 つの象限の中でも圧倒的に PB シェアの高い領域である。調理
用酒（PB シェア 27％）、パスタソース（PB シェア 27％）、果汁飲料（PB シェア
24％）と PB シェアの高い品目群が数多く見られる。そもそも PB は、販売者は小売流通
企業だが、製造しているのは NB 製造企業である。かつては NB 製造企業の中で、資本力、
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販売力が劣る下位メーカーが PB 製造を受託していたが、最近では上位 NB メーカー、特
にトップシェアを誇る企業が PB の製造受託を行っている事が目立っている。イオンやダ
イエー等の PB は、OEM 型で製造企業の名前が外部に出ることはないが、セブン＆アイ
グループが手掛ける PB「セブンプレミアム」では、シグニチャーPB 型と言われる、製
造会社の名をパッケージ裏面に表示する方式を取っているため、このような事実が明ら
かになってきた。 
この第 2 象限の企業ケースとして取り上げるパスタソース（PB シェア 27％）のカテゴ
リーでも、図表 23 にある通り、安定的なトップ企業（市場シェア 29%）である日清フー
ズ が PB を積極的に受託している事実がセブンプレミアムの商品で明確に示されている。 
図表 24 の商品では、セブンプレミアムのパスタソースが 220g で 98 円。日清フーズの
パスタソースが 260g で 180 円。原材料等の差異があるので、単純比較することは乱暴で
あるが、グラム単価で比べるとセブンプレミアムは日清フーズのおよそ 64%のグラム単
価となっている。この現象は日清フーズだけでなく、サラダ油の日清オイリオ、スープ
のエースコック、コーヒーの UCC上島珈琲等この第 2象限の企業だけを見ても数多く散
見される。これらの企業は PB を受託することによって、自社の NB の販売機会を奪われ
るリスクが高まるかもしれない。しかしそのような事は百も承知で、PB 製造受託する企
業のインセンティブはどこにあるのだろうか。 
＜図表 23＞パスタソース市場の企業別シェア 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：日経 POS 情報 日経収集店舗＋ＲＤＳ全店集計 最新月 2010 年 10 月 直近 4 週
間販売ランキング 収録店舗数 673  
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幾つかの動機が考えられるが、一つは競合対策の視点である。下位メーカー振り落と
し策として、自社製品と PB 製品で棚を占拠する戦略が推測される。つまり流通側との取
引条件として、自社の NB を優先的に取り扱うことを条件とするような優位棚の占拠策と
しての PB 受託生産もリーダー企業としての戦い方として十分考えられる。 
もう一つは稼働率対策の視点である。セブンアンドアイ等巨大流通グループが生まれ
るに従い、かつてよりも PB 品目での発注量のスケールが大きくなると、製造ラインの稼
働率の安定化のために、受注するメリットは大きくなる。それが自社 NB 商品の原価率の
改善にも繋がるというメリットが考えられる。 
このような市場シェアではトップだが、市場のヘゲモニーを押さえつつある流通企業
との「協調戦略」が、この象限に位置するリーダー企業の PB 対応の基本方針として挙げ
られるだろう。 
＜図表 24＞セブンプレミアムと日清フーズのパスタソース 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：セブンネットショッピング ホームページ 
 
 
第三項 第 3象限：乱戦型リーダー企業による PB 対応ケース 
次に第 3 象限の企業による PB 対応ケースを見ていく。第 3 象限に位置づけられるカテ
ゴリー（水、納豆、豆腐、牛乳、うどん）は、素材に近い商品のため参入障壁が低いせ
いか、市場のパイを多くの企業で分け合う状況になりがちである。そうなると 1 社当たり
の売上高や利益率などが小粒化するため、企業の資源が乏しい。そこで厳しい競争に打
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ち勝つために、ある種「狭い分野」で一番になることを狙うことで生き残っていく。狭
い分野に集中し、そこで一番になれば、PB による自社への脅威を軽減することができる。 
このような第 3 象限企業の典型的 PB 対応ケースとして、納豆カテゴリーがある。納豆
自体は所謂コモディティ商品と見られやすいが、近年、図表 25 のように機能食品として
の競争が起こり、ミツカンや旭松食品など特定保健用食品としての研究開発投資に集中
し、企業間の競争のステージが変わりだしている。こうした動きは厳しい競争に打ち勝
つための競合対策として行ってきたことと推測される。ただし結果的に、PB の市場シェ
ア拡大（現在 7.7％）をくい止めて来た一面があることも否めない。何故なら認可をとる
ために、基礎研究から商品開発、栄養成分の分析、臨床試験など、莫大な費用と時間を
要する「特定保健用食品」は、PB にとって大きな参入障壁となり得るだろう。小売業が
ひとつの PB 商品を開発するために、ここまで労力と時間をかけて開発するとは、極めて
考えにくい。 
同様のケースとして、豆腐カテゴリーのトップ企業である男前豆腐店等は、奇抜なデ
ザインのパッケージが目を引くが、鮮度・美味しさを保つために、容器の中で水切りが
できる仕掛けが施されたパッケージを意匠登録することによって差別化を図っている。 
決して大手のような強力なブランド力がない第 3 象限では、こうした PB には真似ので
きない機能性を備えた商品開発に徹底的に注力する、「集中戦略」というメーカーマー
ケティングの王道の戦い方が、PB 対抗戦略として相応しいと考えられる。 
＜図表 25＞機能訴求型納豆商品群 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：ミツカン、旭松食品ホームページ 
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第四項 第 4象限：差別型リーダー企業による PB 対応ケース 
最後に第 4 象限の企業による PB 対応ケースを見ていく。ここに位置する企業は、保持
する NB へのブランドロイヤルティも高く、大規模な広告投資が可能な企業が多い。従っ
て PB との違いをつくる差別化戦略が基本となる。 
この差別化の方向として、PB が持つ弱点を突くことが成功への近道となる。実は PB
にはその発生の過程から、避けては通れない弱点がある。そのひとつは季節や催事など
での価値訴求に弱いということである。例えばトップバリュは年間を通して同じ商材を
提供しているアイテムが多い。一方第 4 象限にあるビールは多種多様な商品で消費者の
多様なニーズに対応している。単に安いお酒が飲みたいのであれば、1 種類でよいはずだ
が、季節やカロリーオフなど変化するニーズに対して新製品や販売促進で、ブランドの
“鮮度”を維持している。これはある意味で企業体力のなせる業といってもよい。 
しかし、PB はこうした多様化に対応することが根本的に難しい。それは発注量に限界
が生じるからである。そもそも PB 成立の前提条件の一つはスケールメリットであり、季
節だけの 3 ヶ月では製造を引き受けるメーカーが現れにくい。このことは第 2 象限の調
理用酒やサラダ油などのように、生活必需品で季節感などに関係のないカテゴリーにお
いて、PB シェアが高くなっている事からも理解できる。 
そうすると第 4 象限の企業の PB 対応戦略としては、PB が模倣しづらい競争軸を作り
出すというパターンが主流となる。スケールメリットで勝負する PB の弱点をつくこと。
季節や催事などでの価値訴求がしづらい弱みを突いて、そのカテゴリーにおいて限定感
をだしていくことで成功した事例が多い。例えば図表 26 の御菓子カテゴリーのネスレジ
ャパンやカルビーでは、季節限定商材、地域限定商材、他ブランドとのコラボレーショ
ン商材等、多種多様な限定商品によって陳列棚のフェースを確保することで、PB との差
別化を図っているケースが散見される。 
＜図表 26＞お菓子カテゴリーにおける限定商品群 
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出所：ネスレジャパン、カルビー ホームページ 
教科書的に考えると、こうした小ロットの限定商品を出し続けることで、生産効率性
の低下や自社商品群のカニバリゼーションが起こるリスクは否めない。しかし強いブラ
ンド力を利用して徹底した鮮度感を保持することが、顧客を飽きさせず、ブランドへの
ロイヤルティを維持し続け、結果として顧客の PB 志向性を高めずに済んでいるとも考え
られる。 
顧客からのブランドへの愛着という資源を持つ第 4 象限の企業では、上記のような PB
とは競争軸を違えるような戦い方が、カテゴリーでの非価格志向の購買行動を維持する
ために不可欠と考えられる。 
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第三節 これからの NB 製造企業のあり方 
ここまで、PB 志向性とブランドロイヤルティの 2 軸で分類した 4 つの領域毎に NB 製
造企業側からの PB 対応戦略を考察していった。繰り返しになるが、この 2 軸は図表 16
の共分散構造分析で導出したＰＢシェアに最も影響の高い変数である。「NB へのロイヤ
ルティ」と「消費者の PB 意向度」は、それぞれ正と負の関係にあり、左上の第 2 象限に
PB シェアの高いカテゴリーが、右下の第 4 象限に PB シェアの低いカテゴリーが集中し
たのは、データ解析の結果と矛盾するところはない。 
しかし、今回の分析は、ある時点のクロスセクションのデータを解析したものである。
したがって時系列で見ていくと、この 4 つの象限に置かれた品目は、顧客、流通、メー
カーの 3 社間の意識や活動、外部のマクロ環境の変化等によって、流動化していくこと
が予想される。 
また、この PB シェアの推移は、その商品カテゴリーのライフサイクルで捉える事も出
来る。図表 27 に示す通り、右下の第 4 象限はプロダクトライフサイクルで考えると、成
長期にあたるカテゴリーが多く、消費者ニーズも多様化するため、製品改良や差別化戦
略を重視して自社製品のブランド力を高め、結果として PB 普及が阻害されたと考えられ
る。ネスレジャパン、カルビー等の御菓子メーカーにとって、その動機が PB に対抗する
ためだけではないにせよ、季節限定商材、地域限定商材、他ブランドとのコラボレーシ
ョン商材等、ブランドの「鮮度」維持が生存競争の上で不可欠なことが、結果としてカ
テゴリーへの需要喚起を図り、成熟化への移行（→PB の定着）を防いでいることになる。 
一方、第 2 象限は、調理用酒、みりん、パスタ等、プロダクトライフサイクルで考え
ると成熟期にあたるカテゴリーが多く、成長が鈍化し、売上、利益とも頭打ちになる段
階であり、上位企業にとってはコスト優位性を活かしシェアを維持することが重要な課
題となる。従って消費者の価格志向性が高まり、必然的に PB の定着が促進されると考え
られる。 
そうして見ていくと、商品カテゴリーのライフサイクルの変遷としては、成長期から
成熟期、つまり図表 27 で見ると右下の第 4 象限から、左上の第 2 象限へと移っていくこ
とが標準的な流れとして起こりやすい。これは多分に、消費者側のこのカテゴリーに対
する価格感度やブランド志向などの購買態度や購買行動から起こる現象であると考えら
れる。 
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＜図表 27＞商品カテゴリーの推移の概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
しかし、今回の分析結果を見ると、カテゴリーの変遷は、それほど短絡的なものでは
ないと考えられる。第 4 象限の領域に、商品カテゴリーの出発点があると仮定して、全
てが左上に移行するものでなく、右上の第 1 象限や左下の第 3 象限に移行していったと思
われる多くの商品カテゴリーがあった。すなわち NB 側の戦略や努力によって、PB シェ
アを求める図表 16 のモデル式から逸脱するケースを作り出すことは大いに可能であるこ
とを証明している。実際に第 1 象限のカップ麺カテゴリーでの日清食品や、第 3 象限で
の納豆カテゴリーでのミツカン、旭松食品など、多くのケースがそれを物語っている。
ミツカンは「ほね元気」や「におわ納豆」などの特保商品の開発で、納豆を機能食品と
してリポジショニングしたこと。また洗剤カテゴリーでのライオンの「トップナノック
ス」、花王の「アタック Neo」に見られる小型液体洗剤により洗濯時間の短縮、節水・
節電効果を実現し、新たなカテゴリー創造を実現したこと等枚挙に暇がない。 
このような高付加価値での技術革新だけでなく、コストパフォーマンスの方向でのイ
ノベーションも見逃すことが出来ない。例えば発泡酒は、イノベーションの世界的モデ
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ルケースと指摘される（島田 2001）。発泡酒発売の目的は、極論すれば価格を安くする
ためであり、しかもその安さが可能になった要因は、税制を背景にした「イノベーショ
ン」によるものである。チェーンストアではビールの醸造技術は一朝一夕ではできない
ので自社製ビールを手がけることは難しい。かつてダイエーが「バーゲンブロイ」とい
うベルギーの 100 円ビールを輸入して大失敗したことがある。発泡酒や第三のビールの
ように、はじめから安くて価値ある商品の開発が一番の PB 防御策である。同様のイノベ
ーションで言えば、カップ麺カテゴリーでの「スープヌードル」は既に前章で触れたが、
牛乳カテゴリーにおいても、脂肪分を抜いた成分調整牛乳の技術革新と低価格の両方を
実現した、森永乳業の「まきばの空」などは成熟商品の代表例といわれる牛乳で、新た
なカテゴリーを創造し、大ヒット商品となったケースである。このような小売側が逆立
ちしても真似のできないイノベーションで、PB ではつくれない安くて価値ある商品を作
り出すことが、まさしく最高の PB 対策ではないだろうか。 
結論として、市場を創造する商品、サブカテゴリーを新たに創造する商品など、需要
創造こそメーカー側の存在意義でもあり、PB シェアの公式を逸脱する最も有効な方策で
はないかと考えられる。 
繰り返しになるが、PB シェアの決め手となる変数は、「NB へのロイヤルティ」と
「消費者の PB 意向度」という消費者の態度変数である。この変数は、市場規模や参入企
業数、寡占率など、比較的安定的な数値と違い、極めて変わりやすい変数である。すな
わちメーカー側の姿勢や戦略によって、消費者の態度は非常に動きやすいものであるこ
とを忘れてはならないだろう。多くのケースから読み取れる画期的な PB 対応は、小売側
との協調ではなく、消費者のカテゴリーに対する態度を変える、メーカー側の「イノベ
ーション」にあるのではないだろうか。 
2009 年 2 月時点で、国内最大の PB 供給企業であるイオングループのトップバリュ
（PB）商品の売上は、3687 億円である。トップバリュの品目数は約 5,000 品目あり、イ
オン直営店の売上に占めるトップバリュ商品の売上比率は、2009 年 2 月時点で 10.8%で
ある（2009 年 2 月期決算補足資料）。決算報告資料の発表によると、イオンの PB 施策
は、今後ダイエーやマルエツ、いなげや等グループのスーパーに供給先を広げ、2011 年
2 月期には 7,500 億円と、小売事業（4 兆 1 千億円強）の約 18％を占めるまでの急拡大を
目指している。 
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＜図表 28＞トップバリュ（イオン PB）の売上高推移 
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出所：「イオン決算補足資料」2006~2009 年を基に作成 
 
こうした小売企業が今後どこまで伸張していくかについては様々な予測があるが、程
度の差はあれ、PB 比率は更に高まっていくだろうというのが大方の見方である。そうな
ると、図表 27 の第 2 象限に移行していく商品カテゴリーがますます増加すると見られる。
カテゴリーによっては、スーパーの部門売上１位か 2 位でないと棚を確保できない状況
が確実に起こっている。 
イオンリテールの村井正平社長は「PB の他は NB 商品が一、二種類あれば十分だと思
う」（出所：2009 年 02 月 16 日 / 日経ＭＪ）とはっきりと明言している。既に飽和して
いる国内市場で、売上高の大きな上昇が望めない中、店に並ぶ NB 商品を減らすことで、
陳列などにかかる手間を削減して店舗運営を効率化し、更に特定商品の大量購買で仕入
れ価格の引き下げも図るという行動に出ている。 
今後流通とのヘゲモニー争いがより激しくなる中、NB 製造企業は受身的な対応を探る
しかないだろうか。カテゴリーのライフサイクルが成熟期に移行する流れに身を任せて
いるだけでは、PB に押しやられた棚の確保さえ、難しくなっていく状況に陥ってしまう。
対流通との交渉力を強化、保持していくためには、図表 29 で示したような、ライフサイ
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クルを再び成長軌道に載せるようなイノベーションが必須であろう。新たな需要を喚起
するカテゴリー創造、強力な商品ブランド＝メガブランドをどれだけ維持・育成し続け
るかどうかが、NB 製造企業にとっての死活問題となっていく。そのための流通対策も含
めた投資配分の再設計、ブランドマネージャーを始めとした組織体制の見直し等が喫緊
の課題である。 
＜図表 29＞ライフサイクルにおける再成長期の概念図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
最後に、NB 製造企業は、消費者の意識を変えるためのイノベーション、マーケティン
グ努力が PB との競争において不可欠であることを本稿で論じてきた。これは何も NB 製
造企業に肩を持つ意味で述べているのではなく、日本企業全体にとって、もう一度商品
開発力、革新力に磨きをかけるために必要だと考えられる。何故なら総人口減少を迎え
た日本国内の市場において、価格によるシェア争いは、囚人のジレンマのごとく、短期
的な利己的行動のために、互いを窮地に立たせる結果に向かわせることは否めない。そ
して何よりも、今後 NB 製造企業が、アジアを中心としたグローバル市場で、海外のプ
レーヤー（流通も競合メーカーも）と伍していくためには、たとえ数は少なくても、新
たなカテゴリー創造をもたらすような強力で骨太なメガブランドを育てていかねばなら
ないのではないだろうか。 
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終 章：今後の課題 
本稿では、PB の浸透拡大に対して、NB がどのように対応すべきかの戦略的示唆を得
るために、先行研究から海外市場における PB の普及状況とその要因、国内の市場関連デ
ータからカテゴリー別の PB シェアの状況とその要因を中心に考察した。最後にこの分析
手法や考察について幾つかの論点を示し、今後の課題を展望する。 
 
1) マクロ視点での分析：時系列での外部環境変化の影響 
今回の実証分析では、データの取得可能性の制約条件から、クロスセクション（横断
面）データで、カテゴリー間の PB シェアの差異を中心に分析していった。今後の課題と
してはタイムシリーズ（時系列）データの分析を加えて、マクロ環境の変数がどのよう
に PB 普及に影響を与えているかを考察することが、課題として挙げられる。 
具体的には Hoch and Banerji（1993）が示したような、景気の動向指数や需給ギャッ
プ、消費者の可処分所得の推移等、価格感度に影響を与える変数を加えることが必要と
考えられる。直近の PB ブームである 2008 年からの PB シェアの上昇においては、穀物
価格等原材料価格の上昇に伴い NB 価格上昇が契機となって、その価格帯を埋めるべく
PB カテゴリーやシェアが普及したと言われている。更に日本国内においては、人口動態
の変化、1996 年以降の生産年齢人口（15 歳から 64 歳）の減少や 2006 年からの総人口
の減少など、総需要の基盤となる人口の変化、高齢化への動きが少なからず影響を与え
ていると推測される。 
こうした PB シェアを押上げたり、止めたりする外部要因の変数を加えて、計量経済学
的アプローチで関連性を確認することは非常に重要なことである。それによって NB 製造
企業にとって注視すべき変数が何かという、重要な示唆が得られると考えられる。 
 
2) ミクロ視点での分析：NB と PB の最適バランス 
PB シェアがこの先も拡大していくだろうという予測については、前章で述べたが、そ
れではどこまで拡大していくのだろうか。その限界点はどこにあるのかは誰にもわかっ
ていない。そもそも小売企業にとっても最終的な利益を極大化することが目的であって、
PB 比率の上昇はその手段でしかない。確かに NB を取り扱うよりも粗利益率が高いこと
が PB の魅力であるが、粗利益額が上昇しないような PB では扱う意味が無い。更に粗利
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益額が上昇しても、ロス率の削減や在庫回転率の上昇が無い限り、収益への貢献も期待
できない。従って小売企業は PB 比率を注意深く増やしながらも、顧客にとって店の魅力
が低下することは最も避けなければならない事態であろう。 
流通経済研究所の中村博中央大学大学院ビジネススクール教授によれば「PB のインス
トアシェアは 30％が限界」と、欧米と日本の小売業の寡占率の違いと共に、PB が拡大す
ると品揃えの魅力が低くなり、棚効率が悪くなるということを根拠の一つに論じている。
実際にセブンプレミアムの開発を担当するヨークベニマルの大高善興社長も PB の構成比
について「最大 2 割だろう。それ以上増えるとお客さまの選択肢の幅が狭まってしま
う」（出所：2009 年 12 月 16 日チェーンストアエイジ）と述べている。 
こうした小売側の視点での NB と PB との最適バランス、均衡点を探っていく分析を試
みることが、NB 製造企業にも、PB を展開する小売企業にも、多くの重要の示唆を与え
る事であると考えている。 
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